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第2章 国際的情報化社会の中での我が国

の通信

国際交流の活発化とコミ凸ニケーシ ョソに関す る技術の高度化は政治,経

済,社 会等の諸分野において世界各国が抱える問題を極めて似通ったものと

している。通信そのものに関する問題も決 してその例外ではない。現代の国

際的情報化社会にあっては通信に関する諸問題は各国共通のものであ り,ま

たその解決には単にその国のみならず,広 範な国際間の協力を必要としてい

るといえよう。

本章では,こ のよ うな状況を念頭におきつつ,世 界全体の情報化の進展状

況,諸 外国における通信の動向を紹介するとともに,我 が国の通信のかかえ

る諸問題について検討を加えることとしたい。

第1節 世界の情報化の進展

1世 界の情報化の動向

(D情 報 化の果たす役割

近代的な国家の存立 に不可欠 の条件 として通信網の完備,マ ス コ ミニ ュケ

ーシ ョン ・メデ ィアの発展 ,教 育水準の高度化な どの情報流通基盤 の整備が

まず挙げ られ る。 これは,質 の高 い情報 の滞 りない流通が経済の発展,社 会

の安定 また国家の安全 に とってどれだけ重要な ものであるかの証左 とも言え

よ う。

第1-2-1図 は 地域別にみた電話機 の普及状況であ る。南北 アメ リカとヨ

ーロ ッパだけで81 .1%と 大 部分を占めて お り,人 口では世 界のおよそ7割 を

占め るアジア ・アフ リカ地域はわず か16.9%(う ち70%は 日本)と 極めて低

い。 また,第1-2-2図 は やは り地域別にみた テ レビ受像機 の普及状況であ
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り,こ こでも全く同様に欧米地域とアジア ・アフリカ地域 との差は歴然とし

ている。

国中どこか らでも電話がかけられるように通信網を整備するには巨額の投

資,長 期にわたる建設工事が必要であ り,欧 米あるいは我が国のような先進

国においては数十年にもわたる通信網建設の歴史があっては じめて現在の便

益を得ることができた。また,ラ ジオ,テ レビの電波メデ ィアについては,

国民の間にこれ らの受信機が普及す るための十分な経済的基盤がなければな

らないとい う問題がある。

しか し,現 在これ らのアジア ・アフリカ諸国の間に工業化の波が押 し寄せ

ているように,近 い将来,衛 星通信等の新技術の応用や国際的な協力により

現在我が国が経験 しつつある情報化をこれ らの諸国もより急激に経験せざる

を得ないだろ う。

1976年 現在,世 界全体での電話機の対人 口普及率は9.6%,テ レビ受像機

の普及率もまた9.6%で ある。この数値が,欧 米諸国や我が国並みの30～40

%に まで引き上げられる時,世 界は どのような姿を示すであろうか。 コミュ

AT&T「 世界の電話」により作成,
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第1-2-2図 地域別にみた世界のテレビ受像機

台数(1976年,単 位は千台)

NHK「 世 界 の ラ ジオ とテ レ ビジ ョン」

に よる。

ニケーシ。ンの発展が人類の相互理解を深め,社 会の繁栄を約束するもので

ある限 り,世 界の情報化は人類の幸福の実現のためには最も重要な要素の一

つではないだろ うか。

(2)情 報メディアの国際比較

世界の中での情報化先進国としての我が国は,情 報化の進展度の上で同じ

く世界の情報化を リードする欧米諸国に比して,ど のような位置づけにある

のだろ う。第1-2-3図 は主要通信メディアの郵便及び電話の普及率につい

て欧米諸国と我が国との国際比較を試みたものである。

総数においても,対 人 口比においても圧倒的に大 きい米国を除いた他の西

欧諸国と我が国との大きな違いは,我 が国の電話機普及率の高さと,相 対的

にみた郵便利用度数の低さであろう。つまり,我 が国においては電話が西欧

諸国における以上にビジネスと家庭生活に大きな役割を受け持つ通信メディ

アとして広く普及していることを示している。これは日本経済の急激な成長

によるものであると同時に,そ の急成長を支える大きな原動力 としての機能
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第1-2-3図 主要通信メディアの国際比較(1976年 度)

郵 便 通 数

郵政省資料及びAT&Tr世 界の電話」により作成。

を電話が果 た した とい うことと切 り離 して考 える ことはで きない。

第1-2-4図 は,先 進主 要5か 国におけるマス ・メデ ィアの普及状況を比

較 したもので ある。 この グラフは,放 送系 メデ ィアのテ レビ受像機を一方の
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第1-2-4図 マス ・メディア普及状況の国際比較

(注)ユ.テ レビ受像機台数は,米 国以外は受信許可又は契約

件数。

2.書 籍発行点数は新刊のみ。

rl976年 版 国連統計年鑑」,NHKr世 界 の ラジオとテレビジ

ョン」及び 「1976年版 出版年鑑」により作成。

軸に,出 版系 メデ ィアの書籍 を他方 の軸に,ま た,プ リン ト系 メデ ィアの新

聞を も う一方 の軸に と り,最 も普及 した国の普及率を100と し,各 国の普及

率を指数化 して表 してい る。

これをみると,新 聞については我が 国が,テ レビ受 像機 につ い て は 米 国

が,書 籍 については西独が最 も普及 して お り,英 国はバ ランスよ く各 メデ ィ

アとも普及率が高 いが,フ ランスはいずれ のメデ ィアも普及率が低 く,特 に

出版系 メデ ィアについては他の4か 国に比べて遅れが 目立 っている。

日本,米 国及 び西独 のメデ ィア普及状況をみ ると,際 立 った対照をみせて

お り,こ れは情報化 の進展が必ず しも同一 の方向へ進 む ものではな く,各 国
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の社会状況や文化などにより異なった進展ぶ りを示すものと考えられる。我

が国の相対的に占める位置が,他 の西欧諸国に比べて,テ レビ,書 籍 といっ

た面で予想外に低く,新 聞の発行部数において最 も高いという事実は,我 が

国の情報化における新聞とい うメデ ィアの重要性について我 々に 再 考 を 促

す。あるいはまた,我 が国と米国が書籍点数の面において西独及び英国に比

べて遅れていることは,画 一的な情報の流通においては先進的な立場にある

と言えて も,個 別的な,あ るいは個性的な情報の流通においてやや遅れてい

るということを暗示するものであるかもしれない。

第1-2-5図 は情報化社会推進の上で大 きな要素となるコンビ晶一タ普及

率の国際比較であるが,こ の面でも我が国はフランスと並んで世界で4番 目

の普及率を誇るに至っている。

しかし,こ れ らの発達した通信網,コ ンピー一タ,マ ス ・コミ情報網など

を高度に利活用してはじめて情報化社会は成立するのであ り,高 度の利活用

第1-2-5図 人 口百万人当たリコンピュータ台数

(ミニコンを除く)の 国際比較

1976年 末現在

「世 界 コ ン ピ ュー タ年 鑑 」 に よ り作 成 。
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のためには,設 備の拡充,技 術開発等の努力のみな らず,政 策,法 制,事 業

経営といった各方面における条件の整備が不可欠である。

2我 が国からみた通信 ・情報関係交流状況

世界の情報化の進展は,各 国ごとの努力だけでなく,経 済 ・文化の両面に

わたる人的 ・物的国際交流の拡大によってもた らされるものである。情報化

の進んでいる我が国は,国 際交流がひん繁に行われてお り,こ れを支える通

信 ・情報の分野も交流が活発となってきている。以下では,交 流度を表すと

考えられるものの出入状況と国際通信量の状況を概観 してみる。

(1)通 信 ・情報関係出入状況

52年 の通信 ・情報の分野において国際交流に貢献したと考えられるものに

ついて,そ の 「出」と 「入」の合計を100%と して,「出」及び 「入」の比率

を示す と第1-2-6図 のとお りである。

第1-2-6図 通信 ・情報分野における交流状況

郵政省資料,国 際電電資料及び大蔵省 「日本貿易月表」によ り作成。

(注)(1)外 国郵便物数,国 際電気通信量及び国際テレビ伝送時間は52年 度,そ

の他は52年1～12月 のデータによる。

(2)国 際電気通信量は,電 報,電 話及び加入電信の通度数合計である。
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これをみ る と,外 国郵便物数,国 際電気通信量,国 際 テ レビジ ョン伝 送時

間,映 画用 フ ィルム(現 燥済み)及 び書籍 ・雑誌点数 の言わぽ通信 ・情報量

は,「 出」が平均46.0%,「 入 」が平均54.0%と,「 出」及び 「入」 の バ ラン

スはほぼ とれてい る。

また,情 報化を高め ると考 えられ る通信機器台数,通 信 ケーブル,コ ンピ

ュー タ台数(中 央処 理装置),テ レビ受像機 台数,ラ ジオ受信機 台数,テ ー

プレコーダ台数 及び タイプ ライターの機 器等をみ ると,圧 倒的 に 「出」が多

く,コ ソピ"一 タを除いた 「出」は94.5%と な ってい るが,情 報化 を飛躍的

に進展 させる コンピュー タについては 「入」が95.8%と な って いる。

一方
,通 信 ・情報量 の地域別交流状況は,第1-2-7図 に 示す とお りであ

り,「 出」は アジア39,2%,欧 米40.8%,そ の他20.0%と お おむねバ ランス

の とれた もの とな っているが,「 入」は アジア18.4%,欧 米75。1%で 交 流 と

い うよ りむ しろ一方 通行 とな ってい る感があ る。特に,テ レビ伝送,映 画,

書 籍 雑誌 とい った文化面 において我 が国の情報交 流をみ る と,「 出」では
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第1-2-8図 通信 ・情報関係機器の地域別交流状況

大蔵省 「日本貿易月表」により作成。

アジア41.4%,欧 米33.2%に 対 し,「 入」では欧米84.2%で あ り,ア ジアへ

大半が流 れ,ほ とんどが欧米か ら入 る とい う構造にな っている。

次に,通 信 ・情報関係機器等か らみた各地域におけ る情報化貢献状況は第

1-2-8図 の とお りで あ り,電 話機及 び通信 ケーブル とい った基礎的な もの

についてはアジア及び中近東 の比率が高 く,両 者合わせてそれぞ れ67.7%,

73.6%を 占め てお り,特 に,中 近東 の17.9%,26.9%が 注 目される。 また,

テ レビ受像機,ラ ジオ受信機及びテープ レコーダについては,北 アメ リカが

それぞれ45.6%,37.8%及 び31.0%を 占 めて最 も多 く,更 に,テ ー プレコー

ダでは中近東 の15.1%が,タ イプライタでは ヨー ロッパの40.7%が 注 目され

る。

(2)我 が国の国際通信量

我 が国の国際通信は,経 済の高度成長 に伴 う活発な貿易活動 に支 え られた

通信需要 と39年 の太平洋 ケーブル開通 に始 まる通信回線の広帯域化 とが あい

まって飛躍 的な発展 を遂げ,52年 度 における通信量は,外 国郵便2億1,641
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第1-2-9図 国際電気通信業種別利用構成の推移

(数字は%を 示す)

国際電電資料による。

(注)1.我 が国発信の度数による。

2.月 間5万 円以上の利用顧客を対象とする。

3.1か 月分のデータによる。
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国際電電資料による。

(注)1.我 が国発信の度数による。

2.48年 度 は1週 間分。

万通(個),電 報447万 通,電 話1,203万 度,加 入電信2,340万 度 に達 し,特 に

国際電気通信量については42年 度 に比べ て約5倍 の取扱量 とな ってい る。電

報,電 話及び加入電信について利用者別 にみ ると,各 サー ビス ともほ とん ど

が企業等に よる業務用通信であ り商工業が最 も多いが,電 話 におい ては個人

の割合が14.3%と 高 く,海 外旅行者や滞在老 の増加に伴い大衆化が進んでい

る(第1-2-9図 参 照)。 また,対 地別にみる と,第1-2-10図 に 示す とお

り,52年 度 においては電報,電 話,加 入電信 ともアジアが第1位 を 占めてお

り,特 に,電 報及び電話については50%以 上 を 占めてい る。これは,10年 前 の42

年 度 に比べ我が国 とアジアとの関係が格段に緊密化 した ことを示 してい る。

一方
,通 信量(発 信)を 世界 の中でみ ると,1976年 度 におい て外国郵便は

第17位,電 報は第6位,電 話 は第19位,加 入電話 は第8位 とな ってお り,ア

ジアの中では,外 国郵便が第1位 を イン ドに譲る ものの,そ のほかは首位を

占めて最大 の国際 通信取扱 国 となってい る。 欧米諸国間におけ る国内長 距離

通信的な国際 通信を考 慮す る と島国であ る我 が国の国際通信量は相対的に大

きいと言 える。



,

郵政省資料及び国際電電資料により作成。

(注)我 が国発着の通(度)数による。

次節以下では,こ れまでみてきた世界の情報化の動向や我が国における通

信 ・情報関係交流状況を念頭に置きなが ら,各 国がどのよ うな課題を抱 え,

情報化社会の進展への努力を行っているかについて多角的に見ていくことと

したい。

第2節 諸外国における通信の動向

1郵 便の現状と将来への模索

(1)各 国の郵便サービスの現状

まず,郵 便の基本的サービス種 目である書状(封 書)と はがきの取扱いに

ついてみると,第1-2-11表 のとおり各国において差がみ られる。

米国では書状,は がきとも同種の郵便物 としてとらえているが,料 金は書
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第1-2-11表 書状及びはがきの普通郵便料金

状 とはがきで差を設けている。英国では書状とはがきを同種の郵便物 として

とらえ,料 金差を設けていないが,送 達速度により郵便物を第一種 と第二種

に分け,第 一種を第二種より料金を高くし,優 先的に送達 している。 フラン

スでは書状とはがきを異種の郵便物 としてとらえているが,英 国同様両者の

間に料金差を設けてお らず,送 達速度により郵便物を急ぐものと不急のもの

に分け,急 ぐものを不急のものよ り料金を高くし,優 先的に送達 している。

西独では書状 とはがきを 異種の郵便物 としてとらえ,料 金差を 設けている

が,そ のほかに航空とう載する郵便物については特別料金が加算されること

となっている。

次に,欧 米4か 国の郵便窓口取扱時間についてみると,一 部の例外はある

が,一 般的には開始時刻は午前8時,午 前9時 であ り,終 了 時 刻 について

は,平 日は,英 国では17時30分,米 国では17時,フ ランスでは19時,ま た西

独では18時 となってお り,土 曜 日は,12時 ～12時30分 となってい る。 日曜

日,祝 日については,取 り扱っていないところが多い。



第1-2-12表 郵 便 物 数 の 推 移
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(2)各 国 の事業 運営の現 状

事 業運営 の前提 とな り事業 の盛衰を端的に示す各 国の郵便物 数の推移 は第

1-2-12表 の とお りである。郵便物数を年間1人 当た り通数でみる と,米 国

では419通,英 国が172通,フ ランス220通,西 独185通 と欧米先進諸国におい

ては我が国 と比べ ていずれ も多い。 また年度 別の推移をみ ると,1971年 度 か

ら5か 年間の年平均増加率 では フ ラ ン スが最 も高 く2.5%,つ い で米 国の

0.6%と な ってお り,英 国及 び西独では逆にそれぞれ2.2%,0.4%と 減 少 し

ている。 欧米諸 国が このよ うに低迷 しているのは,こ れ ら諸国においては郵

便 とい う通 信手段 は既に成熟段階に到達 していることに もよる もの と思われ

る。

米国の郵便事業 は,連 邦政府の独立性 の強 い一行政機関 として1971年7月

に発足 した米 国郵便事業(USPS:TheUnitedStatesPostalService)に ょ

って独占的に運営 されてい る。 米国では一般的に満足で きる送達 サー ビスが

提供され てお り,USPSで は 「差 出地 ・名 あて地別情報 システム」(ODIS:

Origin-DestinationInformationSystem)制 度 を 設 け,一 定基準 のサ ー ビ

スを提供す ることを国民に約束 している。

一方
,USPSの 財 政的な見通 しは,暗 い もの とな ってい る。USPSは 企 業

的経営 に基づ く赤字の解消 と事業 の近代化を図 るため,政 府及 び利用者 か ら

の強い支持 と期待を受けて発足 した。 しか し,発 足後 も毎年15億 ドル前後の

政府補助金を受け1976年 ま でに3回 の料金引上げを行 った に もかかわ らず第

1-2-13表 の よ うに毎年大 幅な赤字を計上 してい る。 この原 因 としては,イ

ン フレの影響を受 けて給与 引上げに よる人件費の負担 が増加 した こ と,郵 便

物数 の伸び悩みに もかかわ らず配達箇所数が増加 しコス ト高 とな った ことな

どが挙げ られ る。 このため,USPSは,可 能な限 りの経費節減,業 務の機械

化,集 配業務の削減,超 過勤務 の抑制,不 採 算田園郵便局 の統廃合等を行 っ

てい る。

英 国の郵便事業は,郵 便電気通信公社(BPO)に よ って独 占的に運営 され

てい る。 この郵電公社は,事 業を 自主的 ・企 業的 に運営す るために郵政省が



収 入
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改組されて1969年10月1日 発足 したものであ り,産 業大臣が監督している。

郵便の送達状況は良好であるが,郵 便事業の収支状況は,1971年 か ら1975年

まで毎年郵便料金の引上げを実施 したにもかかわ らず赤字が続いていた。こ

の原因は,米 国と同じくインフレによる人件費及び業務運営経費のコス ト高

のほか,英 国の特殊事情として政府の価格抑制策によって料金引上げが低く

抑えられてきたことが主因である。このため業務の機械化による人員の節減,

日曜 日の取集業務の廃止,業 務の平準化,土 曜日午後の窓 口閉鎖等により経

費の節減を図ってお り,1976年 度収支は黒字に転 じている。

フランスの郵便事業は,政 府の一省である郵便電気通信省(PTT)に よっ

て独占的に運営されている。郵便物数は,1974年 の大幅な料金引上げの際,

対前年度比で7.5%と い う大幅な減少があったものの,米 国や英国,西 独等

と比べると比較的順調な伸びを示 している(1972～1976年 度平均で2.5%)。

また業務運行も順調であるが,郵 便事業の収支状況は1967年 から1976年の10

年間に4回 の料金引上げを行ったにもかかわ らず,各 国と同様インフレによ

る人件費の負担増等により,こ の間2回 の黒字を記録しただけで,赤 字基調

が続いている(第1-2-13表 参照)。 また,こ の赤字は国庫借入金,事 業債

によって補われてお り,郵 電省の総合収支としては黒字が維持されている。

西独の郵便事業は,フ ランスと同様郵便電気通信省(DBP)が 独占的に運

営を行っている。西独における配達サービスは極めて良好な状態にある。郵

便部門のみの収支状況は明 らかではないが,赤 字であると言われてお り,第

1-2-13表 のとおり郵電省全体としての総合収支も赤字基調である。この郵

便部門の赤字の原因はインフレによる人件費コス トの増加,料 金引上げに対

する政府の制約等である。

(3)事 業改善への努力

以上述べてきたとお り,各 国とも,郵 便事業は世界的インフレの影響によ

る人件費を主としたコス ト高と郵便物数の伸び悩みの中にあって苦悩 してい

る。 このため,各 国とも事業改善のために各種の施策を講 じ,業 務の安定と

事業収支の改善のため努力を重ねている。



改善施策の方向は各国ともほとんど共通 している。その中で最 も基本的で

効果的な施策は郵便番号制の採用であ り,第1-2-14表 のとお り各国とも実

施している。 これによって局内作業の大宗を占める区分作業の機械処理が可

能とな り,ま た,手 作業においても合理的で効率的な区分が行われるところ

となった。この区分作業の機械化をはじめ,選 別 ・取 りそろえ押印作業の機

械化,集 配作業の機動化,作 業処理の集中化等が各国共通の施策 となってい

る。

書状区分の機械化 としては,い ずれの国も,従 業員が郵便 コー ドを読み取

り,打 鍵 してから機械区分にかけるとい う方式が現在のところ一般的である

が,近 時は光学的に文字を自動的に読み取 り区分する方式,い わゆるOCR

による区分機の開発が積極的に進め られている。

更に,各 国では時代の要請に応じたきめ細かな新規サービスを実施 し,郵

便需要の堀 り起こしを図っている。1970年 以降,各 国で実施された新 しいサ

ービスには次のようなものがある。米国では,利 用者 との契約に基づいて郵

便物を特別に取集 ・配達 す る 「エクスプレスメール」,ク レジットカー ドの

安全性を確保す るため特別扱いで送達する 「コン トβ一ルパ ック」,「旅券の

申請受理」等のサービスを行 っている。英国では,コ ンピュータデータ等の

重要物件を時宜に応 じて特別に取集し配達す る 「データポス ト」,大 企業あ

て郵便物を部課別等特別に区分し配達する 「セ レクタポス ト」,我 が 国の料

金受取人払制度 と類似する 「フ リーポス ト」,「窓口で雑誌などの定期刊行物

の予約受付 ・交付」,「旅券発給」等のサービスを行っ て い る。 フランスで
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は,名 あての記載されていない印刷物を特定地域内全戸に配達する 「無名あ

て郵便物」,利用者の要求に応じて郵便物を特別に取集配達 す る 「ボスタデ

・クス」等を行 っている。なお,西 独でも 「無名あて印刷物」サービスを行

っている。

(4)将 来への模索

郵便は1840年,英 国で世界最初の新式郵便制度が開始されて以来,世 界の

国において,最 も基本的な通信手段 として今日まで人々に親しまれ利用 され

てきた。

しかしなが ら,欧 米先進諸国においては,今 日の郵便事業は既に成熟期の

段階に達 してお り,郵 便物数は電気通信を中心とした他の通信手段の発達等

か ら伸び悩みを見せている。人力依存度の高い郵便事業は,昨 今の打ち続く

インフレの影響をもろに受けて,人 件費負担は増加 し,度 重なる料金引上げ

にもかかわ らず事業の収支はほぼ慢性的な赤字を続けている。 このため,各

国とも新規サービスの開始や区分作業等の集中化 ・機械化 ・集配作業の機動

化等事業の合理化 ・効率化を図 り,事 業の改善に取 り組んでいる。

各国の郵便事業経営体にとって今日の最大の関心事は,日 々現実の業務運

行を正常に確保することとともに,フ ァクシミリやデータ通信等の電気通信

の著しい普及発展によって,郵 便の将来はどうなるかということである。そ

のため各国で真剣な検討と模索が始め られている。

欧米先進諸国は電気通信の発展に対処するため,い わゆる 「電子郵便」に

ついてなんらかのかかわ りを持ち始めている。米国では,斜 陽化 している電

報の救済策を探っていたウェスタン ・ユニオン株式会社 と郵便の電子的送達

についてかかわ りを持とうとしていたUSPSが 共同して 「メールグラム」と

いう世界最初の電子郵便サービスを1970年1月 に開始 している。

このサービスはテレタイプ系のもので,電 報型のものであるが,シ ステム

のプロセスにコソピー一タを導入することによって同報送信が可能となって

お り,郵 便的機能を持っている。ヨーロッパでは,フ ァクシミリ系の電子郵

便が関心を持たれており,フ ラソスでは 「テ レコピー1と 称 して1974年9月
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か ら試行されている。英国では,1974年10月 に試行を始めたが,利 用が極め

て少ないことから2年 間で中止 し,西 独では,1974年2月 に研究を開始 した

が,2年 後の7月,実 施は時期尚早との結論が出されている。その他,電 子

郵便は,ス ウェーデン及びスイスで も試行されて い る が 利用は極めて少な

い。 ヨーロッパの電子郵便がこのように極めて不振なのは,こ れ らの諸国に

おいて,現 在郵便サービスが良好であ り,加 えて国土が米国と異な り狭いこ

ともあって,書 状,は がきについては大部分が翌 日配達 されている事情が主

な原因であるとされている。そのほか,そ のサービスシステムが米国のメー

ルグラムのように同報送信機能を持っていないことなどによる。

現在のところ,ヨ ーロッパで実施されている電子郵便サービスは予想外に

不振ではあるが,フ ァクシミリやデータ通信等電気通信の今後の発展は,郵

便物数の減少をもた らすだろ うというのが各方面の一般的な見方のようであ

る。

この点,米 国の連邦議会によって1976年9月 に設置された 「郵便事業委員

会」がその報告書の結論の中で,「 第一種郵便物は,電 子通信システム(電

子的な資金送達,フ ァクシミリ及び伝送能力を有するデータ端末の発展)に

よ り大きな競争に直面 している。郵便物数は減少 し始めてお り,通 信におけ

る将来の大きな発展は,電 気通信の分野において行われるであ ろ う。」と述

べていることは注 目される。

2電 信電話の動向

(1)電 信電話サービスの現状と動向

電信電話サービスの主なものとしては,電 報,テ レックス,電 話が挙げら

れるがその現状をみてみると次のようになる。

まず電報であるが,こ の利用通数は多 くの国において,減 少 の傾 向にあ

る。各国の利用通数の1976年 度における対前年度減少率をみると米国の減少

率が最も高く,22.1%と なってお り,急 速に減少 していることが分かる。一

方,フ ランスの電報通数の減少率をみると,比 較的小さく,2.0%と なって
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お り,国 に よって相当な異 な りをみせてい る。

テ レックスの加入数 は,年 々増加の傾向にあるが,そ の増加率は全体的に

み て鈍化す る傾向にあ る。

1977年1月1日 現在 の全世界 の電話機数 は3億9,818万 個 であ り,人 口100

人 当た りの普及率は14.5個 となってい る。電話機普及率を各国別 にみると,

米 国が71.8個 で 第1位 であ り,次 いでス ウ山一デンの68,9,ス イ スの63,8,

カ ナ ダの60.4,ニ ュ ー ・ジー ラン ドの52 .0,デ ン マークの48.9等 となってい

る。

各国 とも電報,テ レ ックス,電 話 とい った基本的サー ビスの二普及,発 展に

力を入れてい るが,通 信 に対す るニーズ及 び電気通信分野 におけ る技術は激

しく変化 して きてお り様 々な分野で高度化,多 様化する国民 のニーズに こた

えるべ く各 国 とも様 々な努力が払われ てい る。

その一つが電 子交換 システ ムの導 入である。

米国のベル ・システムにおいては1,300を 超 える電子交換 システ ムが利用

されてお り,ベ ルシステムの電話加入者 の約24%は,電 子交換 システ ムに よ

るサー ビスの提供を受けてい る。

英国にお いては小局用電子交換機TXE-2の 偉 かに大局用電子交換機の設

置 も進 んでい る。

西独にお いては モータベ ーラ式交換機の時代か ら,蓄 積 プ 冒グラム制御 の

電子交換機(EWS)が 実 用化 の段階に入 り西独郵電省 の計画に よると,設 置

は ミュンヘンをは じめ とす る大都市か ら徐 々に行 い,1984年 ごろか ら小加入

区域に まで拡大する こととな ってい る。1995年 に はEWS方 式 に よる加入電

話 が西独全体の半分に達す る予定 とな っている。

フランスにおいて も,電 子交換機の発 注量 が年 々多 くの比率を占める よう

になって きてい る。

次に注 目され るのは画像通信 システムの発展 である。

これは英国の プレステル(ビ 凸一デ ータ),西 独の ビル トシルムテキス ト,

フ ランスのテ ィタン等の名称で知 られているもので,コ ンピュータ,テ レビ
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ジ ョン受 豫機,電 話網 を利用 してテキス ト伝送等 を行 うもので,今 後 におけ

る新 しい情報 メデ ィア として注 目されている。

英 国では,プ レステルのパブ リ ツク トライヤルを1978年6月 か ら開始 して

お り,1979年 の初頭 には商 用に供す ることとな ってい る。

西独では,英 国の ノウハ ウ等を導入 しビル トシルムテキス トとして開発 し

てお り1980年 に 実験を開始 し,1982年 に は商用開始を 目指 して いる。

次の注 目され る動 きは,自 動 車電話サ ービスを は じめ とす る移動体通信サ

ー ビスの動向 であ る。

米国では世界で初めて 自動車電話サ ービスが提供 され 自動車電話機数 は世

界 で最 も多い。 アメ リカ電話電信会社(AT&T)で は これまで よ りも高品

質の移動体通信 サー ビスを提供す るこ とのできる大容量 移動 電気 通信 システ

ム(High-CapacityMobileTelecommunicatlonsSystem)を 開 発 し て い

る。

英国においては,1965年 か らロン ドンで 自動 車電 話サ ービスが開始 されて

い る。 ポケ ッ トベルサ ービスについては1976年12月 か らロン ドン地区でサー

ビスが開始 された。

西独 の ヨー ロッパ無線呼出 しサ ービスは,1974年 に 開始 され1976年 末 には

約2,000と な り,ラ イン河無線呼出 しサー ビスは船舶無線局約1万2,000が

加 入 してい る。

フラソスにおいては,1973年 に パ リ市内で 自動車電話サ ー ビスが開始 され

て以来,リ ール,リ ヨン等 の市 内で も実用に供 され ている。最終 的には人 口

10万 人以上 のす べての町 にサ ー ビスを提供す る予定 である。 ヨー ロ ッパ無線

呼 出 しサ ービスについては1975年12月 か らパ リを中心 とした北 フランス地域

でサー ビスが開始 された。

(2)通 信 政策及び事業運営をめ ぐる動向

各 国の電信電話事業は,公 益事 業 として何 らかの形 で政府の関与がみ られ

るが,そ の態様 は一様ではな く,そ の国の歴史的発展形態及び段階,国 民的

資質に よ り異なる。米 国におけ る私企業に よる運営,西 独の よ うな国 に よる



運営が両端に位置 し,多 くの国では 日本,英 国の よ うに公社に よる運営形態

がみ られ る(第1-2-15表 参 照)。 これ らの態様に従 ってその国の通信政策

もおのずか ら異な った特徴 を持 った もの とな っているが,こ こでは,政 策上

の問題が ドラステ ィックな形 で顕在化 してい る米 国の状況について紹介す る

こととす る。

米国の電気通信政策の推移 をみるとその基本的理念 は建国以来の国是 であ

る自由競争にあ ると言 える。 この理念 も時代 とともに変化 し,そ の流れは,

① 自由競争時代(1847～1907),② 規 制下の競争(1907～1934),③ 規制 下の

独 占(1934～1968),④ 規 制下 の独 占と競争併存(1968～ 現 在)に 大 きく分

け られる。

米国においては,最 近 の10年 間 に連邦 通信委員会(FCC)の 強 力な競争導

入,促 進政策の展 開がみ られた。1968年 の端 末機器分野へ の競争導 入(カ ー

ターホン裁定),1969年 の専用線分野へ の競争導入(MCI裁 定),1972年 の 国

内衛星通信分野への競争導入,1973年 の 付加価値 通信業者(VAC)の 認 可,

1976年 の専用線の再販売 ・共 同使用に関す る裁定及び第2次 コン ピュータ調

査 の開始等が主な ものであ る(第1-2-16表 参 照)。 これ ら一連 の新 しい政

策 の展開に よって,伝 統的な分野での 「規制下 の独占」 と新 しい分野で の規

制下の競争政策が共存す ることとなった。

以下,こ れ らの新 しい政策の展開について簡単に触れ ることとす る。

(ア)端 末 機器の 自由化



一86一 第1部 総 論

第1-2-16表 米国における通信政策吏上の主な出来事

従来,私 設システム及び自営附属装置の公衆網への接続は,AT&Tな

ど既存通信業老の料金表(タ リフ)に より禁止されてい たが,1968年FCC

は,こ の禁止条項は不合理であ り不当に差別的であるとのカーターホン裁定

を出し,端 末機器の分野に競争を導入した。

(イ)特 殊通信事業の認可

従来,米 国における国内長距離通信市場はほぼAT&Tの 独占の状態で

あったが,カ ーターホン裁定の翌年の1969年 にFCCはMCI裁 定を出し,

専用線分野に競争を導入 した。AT&Tは 専用線分野への競争の導入はい

わゆる 「クリームスキミング」であ り,住 宅用加入老に不利な影響をもた ら
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すとして強く反対 してきた。これに対 し,FCCは,専 用線分野への特殊通

信業老の新規参入は,① 増大かつ変容する通信需要を最も満足させるような

選択と柔軟性を利用者に与えることができる,② 通信サービスに対する多様

な需要を経済的,迅 速に満たすにはベル ・システムだけではその責任を遂行

することは困難である等の理由で競争を導入した。

(ウ)国 内衛星通信事業

国内衛星通信市場への参入の自由化は,米 国三大放送網の一つであるアメ

リカ放送会社(ABC)が1965年9月,自 前の国内衛星通信システム建設認可

をFCCに 申請 したことに端を発する。 ラジオ,テ レビジョン等の番組中継

用国内回線は従来AT&Tの 自然独占の形で提供されてきた。

これについてFCCは,国 内衛星通信サービスを提供するのに必要な財政

的,技 術的資格要件を満たすことを立証し,か つ公共の利益に合致するとい

う事実認定を得れぽすべての申請は認められるといういわゆる 「オープンス

カイ政策」を展開した。

こうして国内衛星通信システムとして,1973年12月 のサ ットコムシステム

をはじめ,ウ ェスターシステム,コ ムスターシステムが運用されてきている

状況の中で情報処理業界の雄であるIBMも サテライト・ビジネス ・システ

ム社(SBS)を 共同設立 し,こ の分野に参入した。IBMの この分野への参入

は関係各方面から大きな反響を呼んだが,1977年1月FCCは,SBSの 提案

システムは,公 共の利益につながるという理由の下に条件付きなが らもその

申請を認可した。

←)専 用線の再販売 ・共同使用

端末機器及び特殊通信分野への自由参入政策を積極的に推進 してきたFC

Cは,1976年 に 「通信回線の再販売及び共同使用の規制方針に関する報告並

びに命令」を出し,そ の中で,既 存通信業者に対 して専用線の再販売 ・共同

使用を制限するタリフ条項を削除するよう命 じた。

このFCCの 裁定は,関 係各方面に大きな影響を与えることとなった。す

なわち,①FCCは 伝送設備を建設,所 有 し保守 ・運用する事業体が直接最



終顧客にサービスを提供するといった通信産業の伝統か らの離脱を認めた,

②州際通信産業構造及び市場構造の二層化をもた らし,通 信事業者は,基 本

的な通信回線及び交換サービスを提供する第一次的通信業者と,回 線施設の

提供を受けてサービスを再販売する第二次的通信事業者に分化 した。これに

よって通信サービス市場は 「卸売 り」段階と 「小売 り」段階が混在すること

となった(第1-2-17図 参照)。

(オ)消 費者通信改革法案

以上概観 したようなFCCの 強力な競争導入促進政策に対 してAT&T

などの既存通信業者は,FCCの 政策が市内電話 サービス の料金値上げに結

びつき,公 共の利益に反するとい う主張を終始行 ってきた。このような電気

通信分野における競争の制限を目的として,1976年 議会に 「消費者通信改革

法案」が提出された。この法案は1934年 通信法の改正を主な内容 と し て お

り,そ の骨子は,① コス トとサービスの価値を考慮 した料金による一元的な

州際 ・国際サービスが市内サービスの料金を安くするのに役立っている,②

高品質のサービスを提供するため一元的な州際電気通信網が必要である,③

特殊通信業者を認めることは,電 話会社の州際収入の減少,重 複設備等を生

じ公共の利益に反する。これ らのおそれのない場合のみ特殊通信業者を認め

るべきである,④ 端末機器の規制の権限は州にある,な どとなっている。

この消費者通信改革法案は多 くの論議を呼んだが第94議 会においては,予
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想されたとお り決着がつかず,そ の後も審議が継続されている。

㈲1978年 通信法案

このような消費者通信改革法案とは別に言わばこの20年 間の通信政策関係

の論議を集大成した感のある1978年 通信法案が議会自身の手でとりまとめ ら

れ1978年6月 議会に提出された。

この法案は,画 期的な内容を持ってお り,今 後の見通しについては困難な

面 も多いが,こ れか らの米国の通信政策に大きな影響を与えることは確実で

あろう。以下この法案の骨子を紹介すると,

まず,組 織改正において は,①FCCを 廃止し代 りに 「通信規制委員会」

を設置する。規制は 「市場機能が十分に働かない場合」に の み 必要 とされ

る。②商務省の電気通信情報庁(NTIA)に 代えて,政 策立案を担当する独

立の行政機関 として電気通信庁(NTA)を 設置することが挙げ られる。

次に公衆通信事業についてであるがこの骨子は,① いかなる公衆通信事業

者に対 しても,別 個の会社を通 してではあるが,「通信規制委員会」が 電 気

通信業務及びその関連業務と認めたいかなるサービスを提供することも認め

る。これによってAT&Tは,「 電話会社はその設備を電話 サービス の提

供にのみ使用することができ,規 制されないサービスを提供す ることを禁止

する」 とした1956年 の同意審決の束縛から解放されることになる。②いかな

る独占的な公衆通信事業者(例 えぽAT&T)も,こ の 法律の効力発生後

3年 以内に設備製造業者(例 えばウェスタン・エ レク トリック社)を 放棄 し

なけれぽならない。③市外通信サービスを提供する公衆通信事業者に対 して

「アクセスチャージ」を課し,こ れを財源にして 「均一サービス特別基金」

(ユニバーサル ・サービス ・コンペンセーション ・ファンド)を 創設する。

この基金は,電 話サービスの全国的な規模での利用を保証するために使用さ

れる。④国際電気通信サービスの国家政策的重要性に鑑みNTA長 官を長 と

するタスク・フォースを設ける,な どとなっている。

1978年通信法案はこのほかに放送についても触れているが放送については

「5.放 送の現状 と動向」において述べる。
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3デ ータ通信 の現状 と動向

(1)概 況

世 界各 国のデータ通信 の現状をみ ると,サ ービス提供地域 は北米,西 欧,

我 が国等 の ごく一部に 限 られ,各 国ともそ の開発 は今後 の大 きな課 題 となっ

てい る。

デー タ通信の構成要素 の一つ である電子計 算機 の金額 ベ ースの 設 置 状 況

は,第1-2-18図 に示す とお り,主 要先進 国で全体 の87.1%を 占 める もの と

推測 され るが,第1-2-19図 に示す よ うに米 国籍 コンピュー タ ・メーカーの

シ ェアが設置金額ベ ースで82.8%に 達 している ことか らす れぽ,各 国の動 向

は米 国の動 向に大 きく左右 されてい るとも言える。

データ通信発展の将来予 測は,ア ーサ ーD・ リ トル社 の1977年 の 調査報

告 によれぽ1975年 か ら1985年 までの10年 間 に世 界のデー タ通信の メ ッセ ージ

数 は年間23億 か ら92億 へ と4倍 に増 加 し,デ ー タ通信端末市場 は9億 ドルか

ら35億 ドル とな って,端 末市場全体の26%か ら44%へ 拡 大す ると予測 されて

1976年 末IDC調 べ(総 額821億8,900

万 ドル)

1976年 末IDC調 べ(総 額821億8,9OO

万 ドル)
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お り,今 後電気通信の中で大きな位置を 占め るもの と推測 され る

(2)高 度 化す るデータ通信 回線サー ビス

欧米諸国においては,既 設 の電話交換網,加 入電信網及び専用線を利用 し

た データ通信回線サ ービスが早 くか ら提供 されて きて いるが,最 近 では,公

衆 デ ィジタル ・デー タ網 の計画 ・実施が急であ り今後急速に主要サ ービス分

野 として成長 してい くものと予想 される。

一方
,開 発途上 国では電話設備の整備 が急務 とな ってお り,基 本 的な テ レ

ックス通信を除けば中高速 のデータ通信回線 サー ビスはほ とん ど提供 されて

いない のが現状であ る。

米国においてはAT&Tを は じめ とす る公衆通信業者,特 殊通信業者,

衛 星通信業老,付 加価値通信業者に よってサ ービスが提供 され てお り,多 種

多彩な新サ ービスの提供,サ ービス地域 の拡大,マ ーケテ ィングの強化,料

金 の改定等を通 じて し烈な競争を続 けて きた。 この結果,テ レネ ッ ト,タ イ

ムネ ッ ト,グ ラフネ.ト 等が ネッ トワー クの拡張を行い,更 には国際記録通

信業者を通 じ海外 との接続を盛んに行 っている。

カナ ダでは実質的 に公衆通信業者 であ る トランス ・カナ ダ ーテ レホン ・シ

ステム(TCTS)と カ ナデ ィアン ・ナシ ョナル ・カナデ ィア ン ・パ シフ ィッ

ク(CNCP)の 寡 占下 にあ り,世 界最初 の商用化 されたデ ィジタル ・デ ータ

網サ ービスを行 うなど革新的な高品質 のサー ビスが提供 されている。

一方
,欧 州各 国では,電 気通信主管庁に よるほぼ独 占的 なデータ通信回線

サ ービスが提供 されて お り,公 衆電話網 に よる2,400b/sま で の伝送サ ービ

スが可能 となって いる。

英国のデータ通信回線サ ービスはその早期導入 と低廉 な経済的料金の採用

に よ り,1976年 初 めに英国郵電 公社(BPO)の 回 線に接続 された端末数は4

万2,000台 を 超 えてお り,欧 州で最 も普及 したサ ービスが提供 されてい る。

フランスの電話交換網は信頼性 の低い ことが指摘 され てきたが,こ のため

1972年 に電話型回線交換の カデ 邑一セ網(CADUCEE)を,1973年 に は専用

線による トランスプ レックス(TRANSPLEX)を 提 供 し,ユ ーザの特殊 な
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第1-2-20表 デ ィジタル ・データ網の現状
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(注)1977末 サービス開始予定であるが未確認

電気通信総合研究所 「欧米諸国におけるデータ通信の動向」により作成。

ニーズに対応 して きてお り,1976年 末 現在で デー タ端末数 は3万921台 とな

っている。1978年 に サ ービスを予定 してい る トラソスパ ック(TRANSPAC)

は 混合会社 によ り運営 される こととなるが,そ の使用料金 は距離に無関係で

欧 州の電気 通信の歴史に とって画期的な ものとな ってい る。

西独では,テ レ ックス網,電 話交換網,専 用線 のほかにデータ通信回線サ

ービスの専 用網 としてダイ レク トコール網 と ダテ ックス 網 を 持 ってお り,

1976年 末 の接続端末数 は4万4,790台 となってい る。現在1978年 完 成を 目途

としてデ ィジタル回線交換網であ るテ レックス ・データ統合網 の建設が推進

されてお り,パ ケ ッ ト交換網 も1979年 か ら実施 され る予定であ る。

各国で計画 されてい るデ ィジタル・データ網 の状況を第1-2-20表 に 示す。

(3)進 展 す るネ ッ トワーク ・イン7オ メーシ ョン ・サー ビスの現状

ネ ッ トワーク ・イ ンフ ォメーシ ョン ・サ ービス(NIS)と は 「ユ ーザ側 に

ある端末機器を データ伝送網を通 じてサ ー ビス提供老 の中央 コンピュー タと

接続 し,デ ータ処理 を行 わせ るサ ー ビス」であ って我 が国においてはデー タ

通信サ ービスを言 う。

米国におけるNISは,バ ッチサー ビス ・セ ソタか らの移行 の増加や ネ ッ

トワークの利用 の地域的拡大等に よって,最 近 の伸びは著 しく,コ ンピュー

タ ・サ ービス ・インダス トリー社に よれば独立NIS業 者 だけで1975年 に 売

上 げ規模が11.2億 ドルであった ものが,1980年 に は30億 ドルに達 し,コ ンピ

ュー タ ・サ ー ビス産 業全体 の約3分 の1に 達す る と予測 されてい る。

しか しなが ら一方で企業内オ ンライ ンシステ ムと小型 ビジネス システムの

進展によ り,厳 しい競合 下に置 かれつつあ り,今 後 は単な る処理サ ービスに
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とどま らず,高 度 な コ ミ_ニ ケーシ ョン技術 を生 か してシステム開発,フ ァ

シ リテ ィ ・マネ ージ メン トサ ービス,コ ンサルタ ソ トサ ーピス等 を含めたマ

ルチサ ービス業者 として脱皮 してい く必要が 出て くる もの と思わ れる。

西欧におけるNIS市 場 は フランス,西 独,英 国,ス ウェーデ ンの4か 国

で全体の66%を 占 めてい るが,米 国企業 に よる進 出が著 しく,IBMが ほ ぼ

市場の3分 の1を 占めるほか全体で60%の 占有率 に達 してい る。

市 場はいまだ小規模 であ り未成熟 であるが,第1-2-21表 に示す よ うに,

1975年 の4億1千 万 ドルか ら1980年 に は13億6千 万 ドルへ と大 幅に拡大す る

もの と予想 されて いる。 この成長率は年平均27.1%で あ るが,こ れ に対 して

米国NIS業 者 の西欧におけ る売上 げは45%～60%の 成 長を示す ものと考 え

第1-2-21表NISの 国別売上高推移予測

(単位:百 万 ドル)
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られ,さ らに米国内にあ る電子計 算機で処理 さ れ る ヨー ロッパの業務量 は

1980年 に13%に 達 す ると予 測 されている。

フランスは ヨーロ ッパ最大のNIS市 場 を持 ってお り,9,940万 ドル と24%

の 規模 になっている。大部分の大企業が データセ ンタを持 ち企業内 システム

を採 用 しているが,他 の西欧諸国で発達 して いる政府 関連分野 は十分開拓 さ

れていない。

西独では公衆交換網や専用線 の料金が非常 に高 いに もかかわ らず,NISは

急 速に発展 してお りその売上げ高は1975年 の7,780万 ドルか ら1976年 に は1

億2,410万 ドルとな ってい る。

NIS市 場 の収 入は,ほ とん ど製造業か らの も のであ り,リ モ ー トバ ッチ

収 入の53%を 占めてい る。

英国のNISは1975年 に6,280万 ドル とな ってお り,大 企業に関す る限 りよ

く開拓 され ているが小規模ない し中規模企業に対する浸透 力はいまだ低調 で

あ る。 しか し郵電公社の ネ ッ トワー クの持つ低廉性,信 頼性及び品質を利用

す ることによ りパ ッチサ ービスか らNISへ の切替 えに 拍車 が かか るもの と

思われ る。

スウ ェーデ ンでは米国に次 いで第2位 とい う電話 の高い二普及 率 と 同 様 に

NIS市 場 も十 分に発 達 してお り金融界での浸透が著 しく1975年 の売上げ は3

千 万 ドルとな った。

(4)政 策 と課題

(ア)通 信/情 報処理の境界問題

FCCは 通 信業者 のWUTと オ ンライン証 券情報 サ ービスを提供 していた

パ ンカーラモ社 の紛争(バ ンカーラモ事件)を 契機に問題 となっていた通信

と情報 処理 の境界問題について,1966年11月 に 第1次 コンピュータ調査を開

始 し,1971年 の 最終裁定 において

① 通信業者 の情報処理市場への進出は別組織 の子会社に よってのみ可能で

ある。

② 混合サ ー ビスの定義を した上 で,混 合デー タ処理サ ー ビスは情 報処理業
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者に認めて自由競争市場 とし,混 合通信サービスは公衆通信業者の領域 と

する。

な どとした。

これによって,FCCは 情報処理市場の競争原理を認め,そ の管轄権を主

張するとともに通信法上の規制下にある通信事業と自由競争下にある情報処

理事業の領域を明確にした。しかし,数 年後の分散処理ネットワークの急速

な展開によ り,通 信と情報処理の一体化がより緊密なものにな る と,再 度

FCCは 境界設定に取 り組む必要に迫 られ,1976年8月 から第2次 コンピー

一タ調査を開始 した。

この調査では,混 合処理サービスについての定義を排除 した改訂案を発表

し,こ れに対する各関係老の意見提出を求める形で行われて1977年10月 に締

め切 られた。

AT&Tは 利用者のデータ通信への要求を満たすために,自 由に最新の技

術を駆使 して電気通信サービスの最も有効な利用を促進させることが究極の

目的であるとい う立場か ら回答を寄せてお り,IBMも 規制の対象とすべき

サ ービスは 「純然たる伝送サービス」 としての 「自然独占サービス」であっ

て,そ の他の関連サービスは規制の対象としてはならないとしている。

一方,第1-2-22衷 に示すようにほとんどの関係者は第1次 調査における

混合サービスの定義を排除 し,通 信とデータ処理のみのカテゴリーに分けて

規制するというFCCの 新方針に反対の意見を表明 して い る と言われてい

る。米国においては 日本や西欧諸国と異な り,公 衆通信業者は私企業であ

り,ま た自由競争体制を基本理念とするところか ら通信業界 と情報処理業界

の争いが複雑化 した ものとみ られ,今 後のFCCの 対処の仕方が 注 目 され

る。

(イ)プ ライバシー保護と国際間データフロー規制

プライバシーの保護は,容 易に行政機関等に集中管理される個人データの

し意的な利用に対する懸念にとどま らず,外 国企業等に集積される個人,企

業データの管理に対する不安か ら企業秘密や国家主権の問題をも包含す る極



第2章

第1-2-22表

国際的情報化社会の中での我が国の通信

第2次 コンピュータ調査の関係者回答

一97一

('77年lO月 現在)
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国際電電 「国際通信に関する諸問題」にょる。
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めて幅広い概念 として国際間の問題にまで及んできている。

米国,西 独,ス ウェーデン,フ ラソス,デ ンマーク.カ ナダ等の国々は,

既に電子計算機に蓄積される情報のプライバシー保護立法を行 ってお り,ノ

ルウェー,ベ ルギーな どの国々でも検討中である。 これ らは,い ずれも個人

データファイルの利用制限や本人のデータアクセス訂正権等の配慮がなされ

ている。

一方,最 近の国際間データ通信の飛躍的発展により,自 国の個人に関する

データが他国に移送 され,蓄 積処理 されるという現象が増加 してきてお り,

次のような問題を抱えることとなった。

① 個人のデータが国境を越 えて処理 されることにより,個 人のプライバシ

ー保護に問題が生じないか。

② 多くの個人にかかわるデータや一国の経済等にかかわるデータが外国に

一方的に蓄積された りその処理装置に依存する場合に,国 家の主権を確保

し,そ の安全を保障することはできるか。

こうした問題意識は,米 国の情報資源に隷属す るとい う懸念か らカナダ,

西欧諸国において強く,国 際間のデータ流通に障壁を設ける動きが み られ

る。 しかし一方で国際経済活動の面で悪影響を及ぼすおそれがあるためプラ

イバシー保護のためのデータ処理に対す る各国の規制を可能な限 り相互に調

和させ,情 報の自由な流通を図ることが,各 国の共通の利益につながるもの

であるとして,北 欧評議会やヨーβッパ評議会等の国際機関の中に,国 際的

に解決しよ うとする動きがでてきている。

4情 報提供 サー ビスの動向

電気通信手段を使って,商 品価値のある情報を広 く不特定多数の顧客に提

供するサービスとして従来からテレホンサービスがあ り,電 話普及率の高い

欧米諸国では市民生活の申にすっか り溶けこんできているが,近 年のデータ

通信技術や画像通信技術の著 しい発展によ りテキス ト通信用の新 しい情報メ

デ ィアが出現するなど1980年 代に向かって情報提供サービスも大きく変わろ
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うとしてい る。

(1)テ レホ ンサー ビスの現状

電話 による案内サ ービスが世 界で最初 に行われたのは米 国で,1927年 に行

わ れた 「時報サ ービス」が最初の ものであった。米国では,ほ とん どの案内

サ ービスはTAS(TelephoneAnsweringService)と い う代理応答サ ービス

会社が行 ってお り,ニ ュース,株 式市況をは じめ としてお とぎ話サ ービス,

目覚ま しサ ー ビスに至 るまで きめ細 かい各種のサ ービスが行われてい る。電

話会社 は電話回線,自 動応答装置な どの設備だけを提供 してお り直営のテ レ

ホ ンサ ー ビスは時報や天気予報 な どの一部に限 られている。

英国では,自 動応答装置を 自営 で設置す ることは認 め られてい るが,録 音

内容に厳 しい制限が加 え られてお り自営 のサ ービスは行われて いない。郵電

公社が行 っているサ ービス も時報 サー ビスな どを除 きサー ビスが提供 され る

地区は ロン ドンなどの大都市に限 られてい る。

西独 では,録 音再生装置接続料 さえ払 えば 自由に加 入電話に録音再生装置

を接続す ることがで きるが逓信省で実施 してい るサ ービスが充実 してお り,

自営で行 っているものは人手不足 を補 う程度 のもので,極 めて小 規 模 で あ

る。

なお,直 営サ ー ビスのサ ービス情報 は外部 の機関に委託 してお り,情 報 の

提供先に対 しては利用度数に応 じた料金 を支払 ってい る。

一方
,フ ランスでは加入者 による自営サ ービスが主体で あ り天気予報サ ー

ビスは気象庁が,ニ ュースサ ービスは フランス国営放 送が行 う形式を とって

いる。テ レホ ンサー ビスの提供 主体 は国家機関や大 きな団体 であ り,電 話回

線,自 動応答装置は専用の ものを用 いている。

また,そ の他 の国 々の状況をみる と,ス イスでは 自営 テ レホ ンサ ー ビスは

郵電庁のサ ービスと競合 しない ことが認可条件の一つ とな ってお り,内 容 の

規制 も行 っている。特徴 としては利用者 は通常電話料金の倍額 を払わなけれ

ばな らない ことであ り,イ タ リアで も人 の応対に よるよろず案 内的サ ービス

の料金 は通常通話料 の4倍 に してい るな ど情報料 の概念がみ られ る。
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テ レホ ソサ ービスの内容 もバ イオ リンの音律調整 のため のイ調音 を聞かせ

るサ ービスや 馬市 せ り情報,庭 園散水制限情報等 その国柄,都 市 の状況 に よ

ってそれぞれの特 色を持 ったサ ービスが行われて いる。

(2)デ ー タ ・バ ンク ・サ ービスの現状

豊富な情報 を迅 速かつ適切 に収集 し,そ れを効 率的に利 用す る こ と に よ

り,情 報化時代における諸活動 を適 切 か つ 効 率化 してい くための手段 とし

て,デ ータ ・ベ ース ・システムを利用 した デー タ ・バ ンク ・サ ービスが出現

しつつあ り,我 が国において も近年,経 済情報や科学技 術情報 を中心 とした

サー ビスが行われ るよ うになって きた。一般 にデ ータ ・ベ ース ・システ ムの

制作 はそ の重要性に比ベ コス ト・パ ーフォーマ ンスが低 く,ま た技 術的に も

高度,困 難で ある場合 が多い ところか ら情報 化先進 国において も米国を除い

て十 分に発達 してい るとは言 えず,む しろ各 国 ともデ ータ ・ベ ース の基礎 と

なる各種 データの整備が当面の課題 であ るとも言 える。

米 国では政府機関な どに よる ソース ・デ ータの作成提供 に始 ま り専門化 さ

れた数多 くのデ ータ ・ベ ース提供者 と,こ れを利用者 に運んで提供 す るデー

タ ・バ ンク ・サ ービス業者 があ り,ほ ぼ一貫 した分業体制 に よるデ ータ ・ベ

ースの流通機構が確立 されてい る。 こ こ で は デ ータ ・ベ ース提供者はデ ー

タ ・パ ンク ・サ ービス業者 か らロイヤ リテ ィ料金 を,利 用 者か らは加入料金

を受 け取 り,デ ータ ・バンク ・サ ービス業者は利用者か らコンピ ュータ ・リ

ソースの使用料金 と通信回線使 用料金等 を取 るのが一般的であ る。

現在 のところ,デ ータ ・バ ソク ・サ ービス市場 の うちバ ッチ型が80%を 占

有す るとも言われてお り,オ ンライン型へ の移行傾向が ある ものの原情報に

つ いてはオ ンラインで カバ ー しきれない ものがあ り,提 供者,利 用者 ともオ

ンライ ン,オ フライン両方 式を効率的に使い分けて利用す ることに なるもの

と推測 され る。

一方
,ヨ ーロ ッパ諸国においては,各 国 とも政府関連機関を通 じて,そ の

研究開発に多方面 か らの経済的補助を与 えてい る。 しか しオ ンライ ンを使用

してサー ビスを提供 してい るものは数少な く,ほ とん どが電話 又は印刷物に
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よる提供を行 ってい るのが現状で,主 管庁指導型 をと り基礎デ ータの整備 に

力を入れてい るのが ヨー ロッパ の段階であ る。

西独では各種大規模 プ ロジ ェク トを遂行す るためには,そ の基盤 となる情

報をいかに整備するかが重要な要素であ るとの認識か ら情 報 ドキ ュメンテー

シ ョン計画(IUD計 画)を 推進 してお り,公 共的 データ ・ベ ースに対 しては

開発,維 持運営費 の全額を政府負担 とし,個 別的な ものについては重要性に

応 じて40～50%の 補助 を行 ってい る。

フランスで も国立科学技術情報局(BNIST)を 中心に農業,化 学,生 物医

学等の各種 分野における専門情報セ ンターを電子計算機に よって有機的に連

携 させ るためのネ ッ トワー ク化を推進 している。

ヨーロ ッパの情報提供老 の抱 える問題 は広域サ ービスの必要性 か らくるデ

ータの数か国語翻訳 の課題 であ り
,回 線 サ ービスの料金体系及 び規制条件の

相違か らくる問題 であ るが,ユ ーロネ ット(EURONET)の 推 進な ど意欲的

な試みがされている。

ユーロネ ットは,ヨ ー ロッパの郵政事業 との調和を図 りつつ ,米 国 のNIS

第1-2-23表 米 国 の主 なデ ー タ ・バ ン ク ・サ ー ビス
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の ヨー ロヅパへ の進 出に対 し,科 学技術情報 の流通 とい う機能 を通 じて ヨー

ロッパ独 自のネ ッ トワー クを形成す ることと,約100種 類 の データベ ースの

共同利用を推進 してい る点が注 目されてい る。

なお,米 国におけ る主なデ ータ ・バ ンク ・サ ービスは第1-2-23表 に示す

とお りであ る。

(3)新 しい情報 メデ ィアの動向

マイ クロプロセ ッサをは じめ とす る技術革新 の進展に伴 なって,英 国の ビ

ューデ ータ(VIEWDATA)や テ レテキス ト(TELETEXT)等 に み られ る

よ うに,個 別情 報を企業 レベルに とどま らず広 く一般家庭 の利用者に提供す

る情報 メデ ィアの開発が ヨー ロッパ諸 国を中心に活 発に行われてい る。

この種 のサ ービスは,一 般 家庭に普及 した テ レビ受像機に アダプタを付加

して文 宇や図形 な どに よる個 別情報 を提供す る もので,家 庭 にいなが らに し

て,ニ ュース,ス ポーツ結果,商 品市 況,株 式市況,学 習 プ 冒グラム等 の好

み の情報をいつで も手に入れ るこ とが で きるた め,今 後 かな りの発展がみ ら

れ るもの と予想 されている。

ビューデ ータや テ レテキス ト等,こ の種 の技術 は もともとテ レビ放 送でろ

うあ者のために字幕 ス ーパ ーを表示 し公共 の福 祉に資す ることに端を発 して

お り,広 く諸外 国において研究,実 用化が進め られ てきた。

これには,空 中波 を利用 した放送系 システムであ るテ レテキス ト(TELE・

TEXT)と,電 話網を利用 した電話系 システ ムで ある ビデ オテ ックス(VID-

EOTEX)と が あ り,国 際電気通 信連合(ITU)の 場 に お いて も,有 線系

と無線系 との 互 換性(コ ンパチ ビリテ ィ)等 に つ いて 審議が 始 め られてい

る。

我が 国では,放 送系の システ ムが文字多重放送 として,有 線系 のシステム

が キ ャプテ ソ ・システム としてそれぞれ調査,研 究,開 発が進 め られてい る

が諸外 国におけ るこれ らのサ ービスの開発動向等は第1-2-24表 の とお りで

あ る。

放送系 システム として は英国 のシーフ ァ ックス(CEEFAX)が 最 初で あ
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り,1972年 に 英国放送協会(BBC)に よ って発表 され,翌1973年 に は英国独

立放送協会(IBA)も オ ラクル(ORACLE)を 発 表 した。当初 その方式に相

違がみ られたが テ レテキス トとして方式 が統一 され,そ れぞれ1974年,1975

年 か ら実験放送 が行わ れている。

これは,テ レビ画面へ の全面表示 とス ーパ ー表示の機能を持 ってお り,1

画 面は最大40字 ×24行 の960字 で構成 され,カ ラー表示が可能であ る。番組

のペ ージ数は最大800ペ ージとな ってお りニュース,天 気予報,道 路交通情

報等 のサ ービスが提 供 されている。

西独においては放送界 と新 聞界が それぞれ英国の方 式を導入 しビデオテキ

ス ト(VIDEOTEXT),ビ ル トシル ムツァイ トウン ク(BILDSCHIRMZEI-

TUNG)と 名付 け研究開発を進めている。

これ に対 し,フ ランスでは,テ レビ電気通信共同研究 セ ンタ(CCETT)

が 多重化 の方式であ る デ ィ ドン(DIDON)と 映 像化の方式 である ア ンテ ィ

オープ(ANTIOPE)を 開発 してお り,1977年5月 か らパ リの証券取引所の

株式情報等 を提供す る実験放送を行 っている。 この方式は本質的に英 国のテ

レテキス トと異 なる ものではないが放送系 と電話系 のコンパチ ビ リテ ィを最

初 か ら考慮 して進め られてお りヨーロ ッパでの もう一つ の注 目すべ き方式 と

な っている。

一方
,電 話系 システム としては英国郵電公社(BPO)の ピ ー一デ ータが最

も進 んでお り,1976年1月 か ら実験を開始 し1978年6月 か らは ロン ドン,パ

ー ミソガム,ノ ーウ ィッチの3地 区で1,500端 末 を対象に試行サ ービスを開

始 している。 この結果を見た上 で,1979年4月 か ら公衆サー ビスを開始す る

予定であ る。

この システムの概要は第1-2-25図 の とお りであ り,セ ンタに蓄積 された

各種情報(ニ ュース,天 気予報,ス ポ ーツ,株 式市況等)を 一般家庭 のテ レ

ビ受像機に付加 したア ダプタを介 して検索 し,テ レビ受像機に表示す るサ ー

ビスであ る。顧客は,電 話を ダイヤル してサ ービスセンタを呼び出 した後,

附 属 のキーパ ソドを用いて希望す るペ ージを順 次検索す ることが 可 能 で あ
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り,テ レビ受像機 には1ペ ージ最大40字 ×24行 の960字 が カ ラーで表示 され

る。一方情報 素材提供者 は編集用 キ ーボ ー ドでテ レビ受像機 の画面 を見 なが

らペ ージの編集 を行 い,直 接情報 フ ァイルの更新 をす る こ とが で きる。現

在,情 報 素材提供者 は約150社 に上 ってお りプ レステル(PRESTEL)(注)

に 積極的に情報 素材 の提供 を行 う体制 を確保 するな どの協 力が進め られてい

る。

また,加 入者が郵電 公社 に支払 う料金 はペ ージ索引料(1/2ペ ンス/ペ ー

ジ)と 電話料で,情 報 素材提供者へ は情 報の内容に応 じて0～ 数十ペ ンスの

情報料が支払われ ることにな ってお り,情 報素材提供者は郵電公社 に加入料

(250ポ ン ド/年),フ ァ イル料(1ポ ン ド/年 ・ペ ージ)と 編集用 キ ーボー

ド借 料(400ポ ソ ド/年 ・台)を 支払 うことにな ってい る。

英 国は このシステムの海外へ の売 り込みに も力を入れ てお り,西 独ではこ

れを導 入 して ビル トシルムテキス ト(BILDSCHIRMTEXT)と し,1980年 か

ら2,000端 末 の規模 で実験 を行 う計画 を推進 している。

一方 ,フ ランスでは郵電 省通信研究所(CNET)で 音 響 カ プラを利用 した

テ ィックタ ック(TICTAC)を,テ レビ電気 通信共同研究セ ンタ(CCETT)

で は アンテ ィオ ープによる テ ィタン(TITAN)を そ れぞれ開発 してお り,

こ の二つの方式の どち らを採用 するかについて検討が進め られてい る。

5放 送の現状と動向

(1)世 界における放送の概況

放送の歴史は1920年 米国のピッツバーグでラジオ放送が開始された ことに

よ り始まる。更にテ レビジョン放送については1936年 英国における世界最初

の公開放送を端緒 として,短 い期間に大きな発展を遂げてお り,現 在では世

界中にラジオ放送網,テ レビジョン放送網が張 りめ ぐらされ,全 世界で起 こ

る出来事は,こ れ らの放送網を介 して短時間の うちに各国の国民に伝 えるこ

とが可能となっている。

世界におけるラジオ,テ レビジ ョン放送の現状をみてみると,ラ ジオ放送
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は,世 界の独立国157か 国 の うちヨーロ ヅパのサ ンマ リノと リヒテ ンシ ュタ

イ ソを除 く155か 国 で行われている。 しか し,両 国 ともそれぞれ隣国の イタ

リア,ス イスのラジオ放送 を受信 してい るので,実 質的 にはすべての国 々で

ラジオ放送が行われてい ると言 えよ う。 また,テ レビジ コン放送は世界の4

分 の3を 超す120か 国 で実施 されてお り,こ の うちか64か 国が カラー放送を

実施 している。 これを地域別に示 したのが第1-2-26表 で ある。

次に ラジオ ・テ レビ受信機 の普及状況についてみ るとラジオ受信機 は世界

全体で9億7千 万 台以上,ま た テ レビ受像機 は3億8千 万台以上普及 してお

り,こ の普及状況を国別にみると第1-2-27図 に示す とお りである。 これに

よると,ラ ジオ,テ レビ受信機 ともに米国が圧倒的に多 く,ソ 連,日 本が こ

れに続 いてお り,こ の3か 国で全世界 の保有 台数 の半数以上を 占めてい るな

ど,特 定 の国に偏 っている ことが分 かる。 また,カ ラー受像機は,米 国,カ

ナ ダ,日 本,西 欧諸国等に集中 しているが,こ の カラー受像機台数が各国の

テ レビ受豫機台数全体の中で 占める比率 をみたのが第1-2-28表 で あ る。 こ

れに よると日本が87.4%と そ の比率の高 いことが注 目される。

各国の放送機 関の経営形態は,目 的,国 や州等 との関係,財 源等に よ り国

営放送,公 共放送,商 業放送に分類 され るが,放 送実施国の うち半数以上 の

83か 国が国営放送 だけ となってい る(第1-2-29表 参 照)。 また,現 在何 ら

第1-2-26表 地域別にみたラジオ ・テレビジョン放送実施国数
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第1-2-27図 世界各国におけるラジオ及びテレビ受信機の普及状況

NHKr世 界のラジオとテレビジョン」により作成。

(注)米 国以外は受信許可又は契約件数
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第1-2-29表 地域別 ・経営形態別にみた放送実施国数

かの形で受信料を徴収 している国は第1-2-30表 のとお り58か国あるが,そ

の性格は公共放送機関の主たる財源となるもの,国 庫収入になるものなど多

種多彩となっている。

(2)各 国の放送事業の動向

放送はこれからも情報化社会の担い手 としてマスメデ ィアの中で重要な地

位を占めていくことには疑いの余地がないところであるが,1980年 代へ向け

ての社会経済の大きな変化の中で放送においても大きな変革が要求され,諸

外国においても将来への模索が進め られている。 また,受 信料制度を採用し

ているヨーロッパの放送機関では,オ イルショック以来の継続的インフレの

影響で受信料の引上げを繰 り返 している状況にあ り,こ のような経営環境の
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変化 も大 きな問題 となっている。

ここでは商業放送が主流を占めている米国と公共放送事業体による放送が

主流を占めているヨーロッパ諸国(英 国,フ ランス,西 独)に ついて各国の

放送事業の現状と動向について紹介することとしたい。

ア.米 国

米国における放送事業はラジオ,テ レビとも商業放送,公 共放送の2本 立

て体制となってお り,そ の規制監督に当たっているのはFCCで ある。これ

ら放送機関の財源は商業放送は広告収入,公 共放送は連邦,州,地 方自治体

の交付金及び財団,企 業,教 育機関などの寄付金によってお り受信料制度は

存在 しない。商業放送の現状をみると,テ レビジョン放送については大半の

局は3大 ネットワーク会社(ABC,CBS,NBC)と ネットワーク加盟契約を

結び,自 局の放送時間の相当量をネッ トワーク番組のために提供 しネットワ

ーク会社からナショナルスポンサーの支払 う広告料の配分を受けている。ま

たラジオ放送については,ABC,CBS,MBS,NBCの4大 ネットワークが

ある。一方,公 共放送は,連 邦,州 政府,民 間機関等か ら必要な資金を受け

取 り,全 米の非商業教育 ラジオ ・テ レビジョン放送局で放 送 す る番組の調

達,配 給等を行 うCPB(公 共放送協会),加 盟局の代表機関 として各テレビ

ジョン放送局に対する番組配給を行 うPBS,ラ ジオ放送 の全国ネットワー

クとしてのNPR,全 国各地のローカル局(非 商業教育局)等 で構成されて

いる。次に放送時間は局により異なるが一般的には,商 業テレビジ ョン放送

が早朝から深夜0時 すぎ,ラ ジオ放送が24時 間放送となっている。最近の動

きとしては公共放送の衛星利用計画があ る。CPBは1979年1月 か ら地上回

線による番組配給システムを通信衛星ウェスター1号 を利用 した衛星利用シ

ステムに切 り替えることとしてお り米国の公共放送の行方を左右するものと

して注 目されている。

また,「2電 信電話の動向」で述べたように 現在の放送を規律する基本法

である1934年 通信法の改正の動きがあ り,1978年 通信法案として1978年6月

議会に提出されている。この法案の中で放送に関する主なものは次のとお り
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であ り,今 後の動向が注 目される。

① 放送局の免許を無期限のものとし(テ レビについては法施行後10年 間は

免許の有効期間は5年 間とする),取 消 し原因を技術基準への違反等に限

定する。 また,放 送局の複数所有に現在よりも厳 しい規制を課する。

② 無線局(放送局又は非放送サービスのための局)の 免許申請の処理コス ト

及び使用 されるスペクトラムの価値等から定められる 「免許料」を設け,

それによって 「電気通信基金」を創設する。同基金の金は,公 共放送,へ

き地の電気通信サービスの改善等の補助に使われる。

③CATVに 対する連邦政府の規制を禁止する。

④ 公共放送協会に代えて,民 間の非営利団体の 「公共電気通信財団」を創

設する。同財団は番組の制作や買入れに交付金を出すことだけを目的とす

る。

イ.ヨ ーロッパ諸国

ヨーロッパでは長い歴史 と伝統,文 化等の社会的背景を元にそれぞれに適

合 した放送制度を生み出している。全体的な特徴 としては,① 放送事業に国

家が政策上かな りタッチしている,② 放送内容について番組制作者が厳 しい

自己規制を行っている,③ 放送を扱 う場合の公平の原則が貫かれている,④

文化に対するものの考え方の相違か ら国民がテレビやラジオを通 じての文化

に依存する風潮がない。⑤テレビの放送時間は概 してかなり短い,な どとな

っている。

このようなヨーロッパ諸国の うち代表的な英国,フ ランス,西 独の放送事

業の現況は第1-2-31表 に示すとお りである。

英国においてはラジオ,テ レビとも公共放送である英国放送協会(BBC)

と商業放送であるインデペンデント放送協会(IBA)の2本 立てで放送事業

を運営 している。BBCの 場合は国王が下付する特許状と政府が付与する免

許協定書によって事業運営の法的根拠が与えられてお り,IBAに ついては

1973年 に制定 されたインデペ ンデン ト放送協会法と政府の免許書により運営

されている。これ らの協定書の期限は1979年7月31日 までとなっており,



目

(注)Rラ ジ ナT:テ レ ビ ジ ョ ンCTカ ラー テ レビ ジ ョン
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政府は有効期限の満期を前に1974年4月 か ら 「放送調査委員会」(ア ナン委

員会)を 設置して英国の放送制度の在 り方を根本的に再検討 してきた。この

アナン委員会は1977年3月 現在空きチャンネルとなっている第4チ ャンネル

を運営する 「公開放送協会(OBA)」 と,現 行BBC,IBAに よるローカル ・

ラジオを一元化 して運営する 「ローカル放送協会(LBA)」 の新設等を政府

に勧告 している。この勧告を受けて政府は1978年7月OBAの 設立,現 行の

BBC,IBAに よるローカル ・ラジオ放送の拡充等を内容とする 「放送白書」

を発表 しており,今 後の動向が注目されている。

フラソスでは政府の強い統制下にあったフランス放 送 協 会(ORTF)が

1974年8月 施行の 「ラジオ及びテレビジ ョン放送に関する法律」に基づき解

体され1975年1月 か ら新 しく組織された七つの事業体によって放送事業が実

施されている。この七つの事業体と主な事業内容等は第1-2-32表 のとお り

である。このうち各事業体の財源をみてみると,受 信料収入は放送番組担当

会社とTDF,INAの6事 業体に配分されるが,配 分額については最高裁に

当たる参事院と会計検査院のメンバなどで構成される配分委員会がその放送

番組の評価と視聴率等を勘案して決めることとなっている。

広告放送収入についてはスポット形式のみで原則として団体名の広告であ

るが,テ レビについては商品広告も行っている。また,政 府 は1975年5月

「反論権」制度を実施するための政令を施行した。これにより放送によって

名誉や利益を傷つけられたと考える者は,個 人であれば誰でも反論のための

放送時間を要求することができるようにな り,公 平の原則のユニークな代表

例 として注目される。

西独においては全国九つのブロックにある放送協会で作っている西独放送

連盟(ARD)と 全国的規模の第2ド イツ・テレビジョン協会(ZDF),そ れ

に国際放送のみを対象とした二つの放送協会(DW=ド イッチェ ・ベ レ放送

協会,DLF=ド イッチェランド放送協会)が それぞれの分野の放送を実施し

ている。西独放送界の特徴は,放 送を社会全体で規制するために 「放送委員

会」 という合議制の最高監督機関が置かれていることであ り,こ れは社会の
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第1-2-32表7ラ ンスにおける七っの事業体と事業内容等

各階層の意見が放送に反映するよ う委員は州 ・連邦の議会,教 会,教 育文化

学術団体,婦 人団体,労 働組合の代表等で構成されている。放送の財源につ

いては受信料と広告放送収入の二つが主なものである。また受信料の徴収に

ついては今まで各州が協定を結び郵政省に一括委託 していたが経費がかさむ

ため,1976年1月 か ら各州放送協会がそれぞれ徴収する方式に切 り替 え,ケ

ルンに受信料徴収センタを置いている。なお,オ イルシ 昌ック以来据え置か

れていた受信料は,1979年1月 か らラジオのみが年額45.6マ ルクに,ラ ジ

オ ・テレビ併用が156マ ルクに引き上げられる予定である。
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(3)今 後 の動 向と課題

社会構造 の変化 と技術開発 の絶 え間ない進展に伴 い,放 送事業 の直面す る

課題 も次 々と現れ また解 決されていく.こ こでは現在世界の放 送事業が どの

よ うな新 しい課題 を抱 えてい るかについて概観す るとともに,来 るべ き放送

の未来 をか い問み てみ よ う。

ア.CATV

CATVは,テ レビジ ョン放送 の受信困難な山間へき地における難視聴解

消用 として生 まれた もので,1949年 米 国オ レゴン州のアス トリアで敷設 され

たのが最初であ る。 当初CATVは コ ミュニテ ィ ・アンテナ ・テ レビジ ョン

(CommunitiyAntenaTelevision)の 略称 として 使 わ れ て きたが,そ の

後,同 軸 ケーブル方式 の利用等技術の発 展 とと もに ケーブル ・テ レビジ ョン

(CableTelevision)の 意 味で用 い られ るよ うにな った。現在,CATVは,

米 国,カ ナ ダ,ヨ ーロッパ諸国において普及 しているが,そ の発展形態 は,

米 国,カ ナ ダ型 とヨーロッパ型に大別 され る。

すなわち米 国,カ ナダにおいては,再 送信以外に 自主放送な どを行 ってい

るのに対 し,ヨ ーロ ッパにおいては,CATVを 一方 向情報伝達 メデ ィア と

しての放送 と一体 のもの として位置 づけ てお り,単 に再送信が実施で きるの

みで 自主放送は認め られていない。 また,CATVは 同軸 ケーブルの広帯域

性を利用 して双方向の機能 を持たせた り,コ ンピー一タに接続 して多彩なサ

ービスを行 う情報 通信 システムとな る可能性 を秘 めてい るが
,こ の面におい

て も郵電省あるいは,郵 電庁に よる公衆 電気通信事業の独 占に抵触す るもの

として禁止されている。 しか し,近 時,各 国において実験 的に では あるが,

意 欲的な試みがな されつつある ことが注 目される。具体的には,自 主番組送

出に関す る英 国の ミル トン ・ケ インズにおけ る実験,西 独 カ ッセルにおける

双方 向通信サ ービスを含めた各種サ ービスの実験 な どがあ る。

米 国においては1975年 か ら有料 ケーブルが急速 に普及 してお り,そ れにつ

れてCATV事 業 者 の経 営状態は好転 してきてい る。CATVシ ス テムの所有

者は第1-2-33図 の よ うな構成にな っているが,FCC規 制 では,地 域 情報
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第1-2-33図 米国におけるCATVの 所 有状況

伝達手段の集中排除を目的 として放送会社及び電話会社については同一地域

において,3大 テレビネットワークについては全地域において,CATVシ

ステムを所有することを禁 じている。 しかし新聞とCATVシ ステムの複合

所有は規制されてお らず,こ の複合所有に対 しても規制措置を設けるべきで

あるとい う意見が全米CATV協 会から出ている。

カナダにおいては有線テレビジョソ放送の加入者は全国民の50%以 上に上

る(1977年 現在)。 自国の放送事業を保護育成する立場 を とる カナダ ・ラジ

オ ・テレビジョン委員会(CRTC)が 有線テレビジョン放送事業を綿密にコ

ントロールしているが,現 在米国との問に米国の放送のCMを 消して,カ ナ

ダ側のCMを 入れ放送することについて問題が生 じている。

イ.放 送衛星

放送衛星には現在,米 国のATS-6,米 ・カナ ダ のCTS,ソ 連のエクラ

ン,ま た 日本が今年4月 米国航空宇宙局(NASA)の 協力により打ち上げた

実験用中型放送衛星(BS)な どがある。

地球上の広範な地域への放送を可能にする放送衛星については,以 下に述

べるよ うな聞題が生じるため,国 際的規模での調整が考えられている。第1

は放送衛星からの電波による混信問題などの技術的理由か らの基準である。
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これに対 しては,1977年1月 の 「放送衛星に関す る世界無線主管庁会議」に

おいて具体的な技 術的規制 が定 め られた。第2は 放送衛星 を利用 した外国向

け放送に よ り生ず る政 治,社 会,文 化的問題であ る。 このよ うな観点か らこ

れを規制す る動 きがあ り,「 衛星放送規律原則案」が 国連 の宇宙空間平和利

用委員会 において審議 されてい る。

ウ.高 等教育へ の放送 の活用

テ レビジ ョン放送を利用 しての教 育制度,と りわけ高等教育へ のテ レビジ

ョン放送 の利用が近年注 目されて きてお り,通 信制高等教 育,通 常 の高等教

育の補完,職 業人 の専門技能再教育な どに利用 されている。

米国には,放 送授業 を視聴 し電話や面接に よる指導を受け,試 験 を受け る

とい う学習形態 を採 り,1956年 に 設置 されたシカ ゴ・テ レビ・カレッジと1965

年 テ キサス北部の7大 学が大学間を マイクロウェーブで結び,講 義 の画像 と

音声を送受信す る通 信網を確i立 して教育研究 の交流 を 行 っているTAGER

(TheAssociationforGraduateEducationandResearchofNorthTexas)

な どがある。

英国においては,1963年 に構想が発表 され1971年 か ら始め られているオー

プン ・ユニバ ーシテ ィがあ り,学 位 その他 の資格取 得を 目的 とす る高等教育

を行 っている。

フラソスでは ラジオ放送を利用 した放送教育を行 っている。 その他現在計

画検討中の もの としては,日 本の放送大学構想,イ ス ラエルのオープン ・ユ

ニバ ーシテ ィな どが挙げ られ る。

エ.そ の 他

この他,多 重放送,極 超短波都市放送(SHF放 送)な ど,技 術開発 の進展

を背景 とした新た なシステムが,先 進諸国の放送事業におけ る大 きな課題 と

な っている。
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6国 際通信の現状 と動向

(1)世 界の国際通信量

通信活動の発展は,文 化的及び経済的活動の動向と密接不可分の関係にあ

るが,各 国間において文化面及び経済面での相互依存傾向が一層強まってい

る現代は,各 国の通信量 も飛躍的に増大 し,1976年 における世界の国際通信

量を上位20か 国についてみると外国郵便55億3,320万 通(個),電 報4,596万

通,電 話6億2,970万 度,加 入電信7億1,154万 分(い ずれ も発信)に 達 し

た。これを地域別にみると,第1-2-34図 に示す とお りいずれの通信におい

ても西欧諸国が最も多く,外 国郵便61.6%,電 報48.6%,電 話77.3%,加 入

電信82.0%を 占めている。更に電報,電 話及び加入電信を比較すると,電 報

におけるアジア(日 本を除く。),東欧諸国の比率がそれぞれ7.2%,11,0%

と相対的に高 く,い わゆる先進諸国以外の国々においては,な お電報が国際

通信の中心であることがわかる。また,国 民100人 当た りの国別国際通信量

をみても西欧諸国の高い 比率がよ り顕著に示 される(第1-2-35表 参照)

第1-2-34図 世界の国際通信量の地域別分布(1976年 度)

・ 〆 ウ

UPU郵 便業務統計表,米 国郵便年次報告書及びITU統 計年報により作成。

(注)Lい ずれ も発信のみである。

2.各 業務 とも上位20か 国の通信量である。
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第1-2-35表 国民100人 当たり国別国際通信量(1976年)

UPU郵 便業務統計表,米 国郵便年次報告書及びITU統 計年報により作成。

(注) 1.

2.

3.

い ずれ も発信 のみ で あ る。

順 位 は,総 発 信 量 上 位20か 国(第1-2-36図 参照)内 で の もの で あ る。

郵 便 の オ ー ス ト リアは1973年 度,ア イ ル ラ ン ドはig75年 度 の資 料 に よっ

た 。

4.米 国 の 電 報,電 話 及 び加 入 電 信 に は ハ ワイ宛 を 含む 。

5,電 報 の カナ ダは 米 国宛 を除 き,電 話 の ス イ ス は1974年 の数 字 であ る。

フ ラ ン スは 電話 の デ ー タ な し。6.
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が,そ の理 由の一つ として,西 欧諸 国間 において は結果 として人 為的な国境

を越 える ものの,文 化的及 び経済的 な結 び付 きが 強 く,地 理 的に も陸続 きで

近接 してい るため国内長距離通信的 な感覚で利用 され ている ことが挙げ られ

る。一方,日 本 ・米国 ・カナ ダ ・オ ース トラ リア ・西欧諸 国のいわ ゆる先進

国は,外 国郵便の83.9%,電 報 の79.1%,電 話 の93.7%及 び 加入電信 の97.6

%を 占めてお り,実 に世 界の国際通 信は これ らの国に よって支 え られ発展 し

てい ると言 える(第1-2-36図 参照)。

第1-2-36図 国別国際通信量(上 位20か 国,発 信のみ)
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UPU郵 便業務統計表,米 国郵便年次報告書及びITU統 計年報によ り作成。

(注)1.い ず れ も発 信 のみ で あ る。

2.郵 便 の オ ー ス トリアは1973年 度,ア イ ル ラ ン ドは1975年 度 の 資 料 に よ

っ た 。

3

4

5

米国の電報,電 話及び加入電信にはハワイ宛を含む。

電報のカナダは米国宛を除き,電 話のスイスは1974年 の数字である。
フランスは電話のデータなし。



第1-2-37図
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国際電電資料による。
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(2)世 界 を結ぶ伝送路

現在,国 際通信 のための伝送 路 としては,海 底 ケーブル,通 信 衛 星,短

波,対 流 圏散乱波,マ イク官波 及び陸上 ケーブルが利用 されて いるが,回 線

容量や建設投 資額 の規模 か らみて代表的 なものは海底 ケーブル及び通信衛星

で あ り,両 者はまた利用面 か らみた電気通信網 の要 として も重要な地位を占

めてい る。

国際間海底 ケーブル(本 国 ・海外領土間を除 く。)は,1978年3月 末現在,

30本,回 線容量17,034回 線 が運用 中であ り(第1-2-37図 参 照),地 域 別に

みる と大西洋地域15本8,653回 線(50.8%),太 平 洋地域11本6,121回 線(35.9

%),地 中 海地域4本2,260回 線(13.3%)の1頂 となってい る。 ケーブルの最

終陸揚 国別(海 外領土を含む。)では,米 国が最 も多 く11本 であ り,以 下,英

国(8本),カ ナ ダ(6本),日 本(5本),フ ラ ンス(5本)の 順 となって

いる。

この よ うに海底 ケ ーブルは,特 に大陸 間を結ぶ通信路 として大 きな役割を

果た してお り,更 に各方面で新たな ケーブルの建設が計画 されている。

一方
,通 信衛星は今や世界 のあ らゆ る地域 を もカバ ーす る伝送路 とな って

いる。 この通信衛星は,海 底 ケーブルやその他の伝送路 と異な り,通 信衛星

を利用 して国際 通信を行 うた めの国際組織であるイ ンテルサ ッ トに よって運

用 されてお り,利 用を希望す る国はメ ンバ とな って回線 の割当てを受けるこ

ととなってい る。 インテルサ ッ トには,52年 度 末現在,101か 国 が メンバ と

な っているが,ユ ーゴス ラヴ ィアを除 く東欧 ・共産 圏諸国は参加 して い な

い。イ ンテルサ ッ ト衛星は,大 西洋上で2個,太 平洋上及 びイン ド洋上 で各

1個,計4個 が商用中であ り,回 線容量は電話2万2,000回 線 及び テレビ8

回 線 となっているが,使 用状況 をみ ると大西洋上66.8%,イ ン ド洋上22.0%,

太 平 洋上11.2%の 順 とな っている。 このよ うに,世 界の衛星通信はイ ンテル

サ ッ トに よってほぼカバ ーされているが,ソ 連が提唱 した インタースプ トニ

クも存在 し,ソ 連,モ ンゴル,キ ューバ.チ ェコス ロヴ ァキア,ポ ーラソ ド,

東 独,ブ ル ガ リア,ハ ンガ リー及びル ーマ ニアの9か 国が加盟 してお り,加
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盟国間通信を行っている。

国際間伝送路は,前 述のよ うに海底ケーブルと通信衛星とに代 表 され る

が,こ れらは一国のみによ り建設運営されるのではなく,二 国間あるいは多

国間ベースによる共同事業 として運営されるため,そ の円滑な遂行には互い

の協力が不可欠のものとなる。また,海 底ケーブルと通信衛星は通信の信頼

性を確保するため,相 互補完の関係に立 っている。

(3)電 気通信網の進展

国際通信は,経 済活動 との関係が緊密であるため,従 来,経 済的な結び付

きの強い国との間の二国間ベース通信が優先 して設定されてきた。しかしな

が ら近時は,経 済関係,文 化交流などが急速に拡大し,ま た電気通信技術の

発展とあいまって電気通信に対する共通の意識が芽生 え,イ ソテルサ ットに

代表 される世界的な電気通信網が建設される一方,次 のよ うな地域的な電気

通信網も計画され,建 設されている。

まず,ア ジア,オ セアニア地域には,次 の四つの通信網が計画されている

が(第1-2-38図 参照),① アジア電気通信網は,電 気通信におけるアジア

の後進性を改善するために,ECAFE(現ESCAP)に より提唱されたもの

で,ア ジア14か 国を主 としてマイクロウェーブ回線で結ぶ通信網であ り,現

在,着 々とその実現をみつつある。②タイ ・フィリピン ・インドネシア ・マ

レーシア ・シンガポール問を直接結ぶ海底ケーブル網は,1978年 初頭に,フ

ィリピン・シンガポール問ケーブルの建設保守協定が締結されてお り,最 終

完成1983年 を目途に建設計画が進め られている。③インド・マレーシア ・シ

ソガポール及びスリ・ランカの英連邦諸国は,イ ン ドのマ ドラスとマ レーシ

アのペナンを海底ケーブルで接続する英連邦イン ド洋ケーブ ル(10COM)

計画を持ってお り,こ れは南アジアと極東を結び付けるばか りでなく,中 近

東のインド洋沿岸諸国やアフリカ諸国へも伸びる可能性を持っている。④南

太平洋衛星通信網はオース トラリアをは じめ南太平洋の国や島々を地域衛星

通信網 として結ぶ計画で,完 成は相当先になると思われる。

中近東地域では,CENTOマ イクロウェ・一ブ網 が 運用中であり,こ れは



第1-2-38図 ア ジア地域の電気通信綱計画
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CENTO(中 央条約機構)の 計画による トルコ ・イラン ・パキスタンを結ぶ

マイクロウェーブ網で,1966年 に完成し,電 話600回 線が運用されている。

また現在,計 画されているものとしてはアラブ地域衛星通信網があ り,こ れ

はアラブ21か国を包含するもので1980年 の運用開始を目指 しているが,域 内

各国相互の調整,イ ンテルサ ットとの調整等検討すべき問題 も多い。

アフリカ地域では,ア ジアと同様,通 信の後進性が著 しいが,主 としてサ

ハラ以南のアフリカ諸国における国内及び国際電気通信サービスの改善を図

ろうとする汎アフリカ電気通信網が計画されてお り,計 画の第1段 階では34

か国,約24,000kmを マイクロウェーブ回線等で結ぶ予定で各区間ごとに順

次着工されている。

中南米地域では,衛 星,マ イクロウェーブ,海 底ケーブルなどを用いて北

米を含む米州全域の相互通信を可能にさせようとする米州電気通信網計画が

第1-2-39図 EURONET,EIN,NPDNの 地域電気通信網

)

国際電電資料により作成。
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あ り,24か 国 が参加 している。 また,1971年 以降 中米5か 国(グ ァテマ ラ ・

エルサ ルバ ドル ・ホ ンジュラス ・ニカラグア ・コスタ リカ)の 首都 間を結ぶ

マイ クロ回線網が運用 されている。

欧州の地域電気通信網は,他 地域 のそれ と異な り高度なサ ービスの提供 を

目的 としたEIN,EURONET,北 欧 公衆デ ータ通信網な どのデ ータ網 であ

り,そ の他衛星通信を 目的 とした暫定 ユーテルサ ットがある(第1-2-39図

参 照)。 ①EINはEuropeanInformaticsNetworkの 略 称 であ り,1971年

英 国,フ ランス,イ タ リア等の8か 国によって,主 としてネ ッ トワークの研

究 を目的 として作 られた パケ ッ ト交換網 であ り,EURATOM(欧 州 原子力

共 同体),IRIA(フ ラ ンスの情報 自動化 研究所)等5つ の研究所 の コンビみ

一 タを結び,コ ンピュー タ リソースの共同利用につい て の 研 究を行 ってい

る。EINの 研 究成果はEURONETに 採 り入れ られている。② そのEURO・

NETは,EC9か 国が単 なるデータ伝送のみに とどま らず,各 国 コンピュ

ータ リソースの共同利用に よる情報 の交換を 目的 とした データ網を計画 して

第1-2-40図 ヴ ィー ナ ス(VENUS)接 続 計 画

国際電電資料による。
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いるものであ り,提 供 され る情報は,核 物理情報,金 属情報,農 業情報,環

境情報 のいわゆ る科学技術情報であ る。 このEURONETは また究極的 には

欧州公衆 データ通信網を指向 してい る。③北欧公衆デ ータ通信網 は,デ ンマ

ー ク,ス ウ ェーデ ン,ノ ル ウェー及び フィンラソ ドの北欧4か 国が,1978年

開 始を 目途に∫政治,経 済,文 化等の相 互提携の一環 として ネ ッ トワー クを

形成す るものであ り,多 目的デ ータ伝送 サ ービスを予定 してい る。

なお,我 が国においては,世 界各 地のデ ータ網 と相 互接 続 し,高 速高品質

なデ ータファクシ ミリ通信を提供 しよ うとす るヴィーナス(VENUS)計 画

が国際 電電に よ り進 め られてお り,第1-2-40図 の よ うな構i成が想定 されて

いる。

第3節 我が国と国際社会との交流

1国 際機関等におけ る動向

国際社会の進展は,通 信の量的拡大 と質的向上をもた らし,そ の円滑な運

用のために国際間の協力がますます必要 とな り,万 国郵便連合(UPU),国

際電気通信連合(ITU),国 連 宇宙空間平和利用委員会などの国際機関の場

において多くの国際的取決めがなされ,協 力の推進 と様々な問題の解決が図

られている。一方,通 信技術の進歩は通信の形態を多様化させるとともに,

通信以外の分野においてその存在を無視 し得えないものとし,こ れがため通

信関係以外の国際機関でもそれぞれの立場か らの通信の効率的利用あるいは

通信 との調整を研究 している。

以下主な国際機関の動きについて述べてみ よう。

(1)通 信関係国際機関の動き

万国郵便連合(UPU)は,1874年 に発足 し,1948年 以降国連の専門機関と

なっているが,そ の発足以来一貫 して,郵 便物の相互交換のため世界を単一

郵便境域とする立場を堅持 している。UPUは,郵 便業務の組織化及び完成

を確保し,こ の分野において国際協力を推進 しなが ら各国郵便業務の向上を
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図る一方,国 際郵便業務料金を決定 し,国 際郵便の発展を図っている。

国際電気通信連合(ITU)は,1865年 に発足 し,1947年 以降国連の専門機

関とな り,電 気通信に関する唯一の専門機関として,電 気通信の発展と向上

に大きく貢献し,ま た,技 術協力の面でも率先してその役割 を果 た してい

る。今後は,周 波数資源の有効利用の必要性の急速な高まり,宇 宙通信の進

展,コ ンピュータ利用の進展に伴 う通信形態の様変わ りなど新たに生 じた事

態に対 して,電 気通信に関する専門機関としての活発な活動が期待 される。

国際電気通信衛星機構(INTELSAT)は,9年 間の暫定制度を経て1973年

に恒久制度として発足 した米国を中心とする国際的な電気通信衛星組織であ

り,大 容量通信衛星の打上げと衛星利用料の低額化によりグローバルな衛星

通信の発展に大きく貢献 してきている。 このようにインテルサ.ト は順調な

発展を続けてきているが,近 年,新 たに対応を迫 られている問題も生じてい

る。例えぽ,イ ンテルサ.ト は,地 域間国際公衆電気通信システムの設定を

否定 していないところから,ア ラブサ ットやユーテルサ ットシステムの計画

に対 し,技 術面はもとより経済面についても調整を迫 られている。

欧州郵便 ・電気通信主管庁会議(CEPT)は,欧 州諸国の郵便 ・電気通信

主管庁の相互関係を緊密化 し,郵 便 ・電気通信の各業務の能率を促進するた

め勧告を行 う地域的な行政連合であ り,「欧州郵便 ・電気通信共同体」構想

に代わるものとして1959年 に発足 した。CEPTは,欧 州 のための地域衛星

通信システムである暫定ユーテルサ ットを設立することを決定 し,同 暫定組

織は1977年 に設立された。また,CEPTは,欧 州以外の国,特 に対米関係

における欧州諸国の意識統一の場 となっている。

(2)そ の他の国際機関の動き

国連宇宙空間平和利用委員会は,1959年,第14回 国連総会の決議によって

設立され,そ の下部組織 として法律小委員会及び科学技術小委員会がある。

同委員会は,各 国が宇宙空間平和利用を目的とした宇宙活動全般にわたって

国際協調の立場から遵守すべき事項について法律面及び技術面から検討し,

また,開 発途上国を対象とした宇宙技術の利用に関す る国際協力の問題を審
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議する等の活動を行っている。

国連アジア太平洋経済社会委員会(ESCAP)は,ア ジァ及びオセアニア地

域の経済及び社会発展を目的としそれに関する調査 ・研究あるいは協力を行

っているが,1959年 の電気通信東京会議を契機として,ア ジア地域における

電気通信事情が極めて遅れていること,そ れが世界の通信及び経済発展を阻

みかねないことなどが広く認識 され,地 域内主要各国を結ぶアジア電気通信

網計画を推進することとなった。このアジア電気通信網計画は,関 係各国を

はじめITUそ の他の国際機関との協力も得て,現 在,そ の実現をみつつあ

る。更にまた,こ の計画を一層拡大発展させるため 「アジア太平洋電気通信

共同体憲章」が採択され,現 在,域 内各国に対 し,批 准,署 名のために開放

中である。

政府間海事協議機関(IMCO)及 び国際民問航空機関(ICAO)は,と もに

国連専門機関の一つ として,海 上又は飛行の安全を確保することを目的 とし

てお り,安 全の確保に不可欠な無線通信の取 扱 い は,重 要事項 となってい

る。ITUが 公衆通信を含めた全般的な立場にあるのに対 し,IMCOやICAO

は,海 上又は飛行の安全確保 という面か ら通信を扱っている。

国連教育科学文化機関(UNESCO)は,「 正義,法 の支配,人 権及び基本

的自由に対する普遍的な尊重を助長するために,教 育,科 学,文 化を通じて

諸国民の間の協力を促進 し,世 界の平和 と安全に貢献すること」を目的とし

ている。 この目的を実現するための方途 としてのコミュニケーションの諸問

題についても,UNESCOは 取 り組んでお り,各 地域において関連国際会議

等を開催しているほか,国 際的な情報の流れに関する諸問題についても検討

を進めている。 また,UNESCOは,教 育への衛星利用が極めて有効である

との結論を得てお り,1972年 には,「 情報の自由交流,教 育の普及及び文化

的交換増大のための衛星放送の利用に関する指導原則宣言」を採択 し,1974

年には,世 界知的所有権機関(WIPO)と 共同 して,外 交会議を開催 し,「衛

星により送信される番組伝送信号の伝達に関する条約」を採択 している。ま

た,「平和及び国際理解の強化並びに戦争宣伝,人 種別差別主義 及びアパル
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トヘイ トとの戦いに対するマスメデ ィァの貢献を律する基本原則宣言案」が

審議継続中である。

経済協力開発機構(OECD)は,経 済政策,開 発援助,通 商など幅広い活

動を行っている先進諸国間の国際機関であるが,科 学技術政策委員会の下に

「情報 ・コンピー一タ及び通信政策に関する作業部会」(ICCP)を 設置 し,

①情報,コ ンピュータ及び通信の分野の種々の要素間で相互関係が増大 して

いることに留意 して,国 内的あるいは国際的な発展状況をは握すること,②

第1-2-41図 通信からみた国際機関等の体系図

その他の
国際組織 国際電気標準会議(IEC)→1国 際無線障害特別委員会(CISPR)1
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それ らの分野の発展状況を分析 し,経 済的,社 会的,文 化的及び法律的観点

からその政治的影響について加盟国政府の注意を喚起すること,③ この分野

の政策決定及び実施に関 し加盟国間の経験の交換を促進すること,④ 国内及

び国際 レベルにおける政策発展について,加 盟国を支援 し,適 宜,国 際的調

整に留意 して各国政策策定の指針を勧告すること,と いう活動方針の下に数

次にわたる会合を開催 してお り,情 報活動の経済分析,国 際間におけるデー

タフローとプライバシーの保護等の問題を取 り上げている。

その他,電 気に関する規格の国際的な統一 と協調を目的とす る国際電気標

準会議(IEC)の 特別委員会である国際無線障害特別委員会(CISPR)に お

いても各種電気機器による無線妨害を除去す るための努力を行っている。

2諸 外国における通信政策機構及び政策研究の動向

通信の分野における飛躍的な技術進歩及びそれに触発されての通信メディ

アの重合現象,国 民の通信に対するニーズの高度化,多 様化,国 際化の進展

等の変化により各国ともこれまでよりも幅の広いインターデ ィシプリナリー

な研究及びきめ細かな研究の要請を受けている。

各国における通信政策機構及び政策研究の方法は国により様々な態様を示

しているが,各 国における共通的なことは通信の社会経済における役割の重

要性を強く認識し国家的なレベルでこれを発展させようという意気込みが感

じられることである。 ここでは各国の状況について簡単に触れる こ と とす

る。

米国においては1967年8月 当時のジ ョンソン大統領が教書 を発 表 し 「国

内,国 際通信における政策上の必要性について理解を増進するため所要の調

査を開始させる」ことを宣言 した。

この要請にこたえて通信政策に関する米大統領特別委員会が設置され,こ

の委員会は1968年12月 報告書(通 称ロス トウ報告)を 提出した。

この報告書においては,① 実験及び技術の進歩を促進すること,② 電気通

信サービスの提供における独占と競争の正 しい役割を決定す ること,③ 私的



第2章 国際的情報化社会の中での我が国の通信 一133一

部門の主導権に対する不必要又は時代遅れの制約を除去することによ り進歩

のための潜在的な力を高めること,④ 電気通信において引き続 き責務を果た

す政府の能力を向上させること,⑤ 電気通信政策の分野で,公 的及び私的両

部門での調査及び研究を拡充すること,⑥ 国際協力を促進することの六つの

主要テーマについて勧告を行っている。

この報告書は米国における政権交代のため当初期待されたほど政策の上に

反映されなかった うらみはあるが,一 つの成果として大統領府に電気通信政

策局(OTP)が 設置され,行 政府の役割を統合調整 し,長 期的観点か ら政策

問題を取 り上げてきた。OTPは 最近になってカーター政権の行政改革の一

環として商務省の電気通信情報庁(NTIA)に 改組された。 しかし,1978年

通信法案においてはこのNTIAに 代えて電気通信庁を設置することが提案

されている。

また,米 国においては,以 前から政府,FCC,大 学,民 間企業など幅広

い分野で政策研究が行われてきてお り1972年か ら毎年 ワシントン郊外で通信

政策会議 として関係者が一堂に会 し,論 議を行 うこととなっている。エアリ

ーハウス会議では.FCC,NTIA,全 米科学財団(NSF),マ ークル財団等

の後援を受けて全米及び外国からの関係者による広範な議題にわたる研究成

果の発表,意 見の交換,政 策の検討などが行われている。

一方 ,米 国と国境を接するカナダにおいては,通 信政策に関 し連邦と州と

に権限が分かれ,連 邦としての力が弱いため統一的な通信政策の策定が遅れ

たという反省もあ り,1969年 通信省が創設され通信政策の樹立に力を注いで

いる。

通信省は創設草々の1969年 「電気通信委 員 会」(テ レコミッション)を 創

設 し,多 数の専門家を集めての調査研究を行わせ,こ の結果1971年 に 「イン

スタント・ワールド」と題する報告書を完成した。この報告書においては通

信の現状 と将来動向について包括的な検討が加えられている。

ヨーロッパの動向に目を向けてみると,ま ず英国では1969年 の郵電公社法

により,郵 便及び電気通信業務を政府の直営から郵電公社(BPO)に 移管し
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た。これは業務上の要請を満たせるよ うな機構 と方法で運営を行い,利 用者

に対 して最低の費用で最高のサービスを提供するために行われた も の で あ

る。

英国における事業運営の経営形態の公社化は以前に比べて生産性の向上,

業務の近代化と拡充,利 用者の要求の満足などの面で成果を上げてきたが,

最近になって郵電公社については再検討するための委員会(通 称カーター委

員会)が 設置された。この委員会は,1977年7月 その報告書を発表 し,そ の

中で,① 現在の郵電公社を2つ に分割 し,「 郵便公社」と 「電気通信公社」

とする。②郵電公社の料金政策は政府の白書 「国有化企業:経 済的財政的課

題の再検討」に示されている基本的原則に基づくべきである。③産業省は大

臣の諮問委員会及び公社と協力して公社が主な海外の郵便電気通信経営主体

と比較 してどの程度その業務を効率的,生 産的に運営 しているか判断できる

詳細な海外の資料を集めるべきである,な どの86の勧告及び 結 論 を 掲げて

いる。この報告書は,各 方面に様々な反響を引き起 している。

また,英 国においては1973年3月 「アナン放送調査委員会」の報告書が発

表された。アナン委員会は1979年 以後の放送の将来について検討するための

委員会であ り,そ の報告書の中で 「将来の放送業務は,も っと多くの公共企

業体を設立することにより規制 された多様性 という形で提供されるべきであ

る」などの注 目すべき提言を行っている。

西独においては,1974年 に 「電気通信システム開発委員会」が 設 け られ

た。同委員会は,経 済的,合 理的そ して社会的にみて望ましい電気通信 シス

テムの開発について検討 し,1976年1月 報告書を作成 し連 邦 政 府 に提出し

た。この報告書には,① すべての家庭に電話を普及させるために電話ネヅト

ワークを発展させることを将来にわたって,か つ継続的に活発に行 うことを

優先させる。②需要に応 じてテ レックスサービスを発展させるとともに,テ

キス ト交換が迅速に行われるよ うな国際標準に合致 した新 しい方式が採れる

ようなテ レックスネットワークを更に発展させる。③現在導入期にある公衆

テレックスデータ網を今後増大するデータ通信の需要に応 じられるように更
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に発展させる,な どの17の 勧告が盛 られている。連邦政府は1976年7月,こ

れに対 して 「電気通信システムの将来的発展に関する西 ドイツ連邦政府の構

想」を発表 した。この構想は基本的には報告書の意見に賛成 しているが電気

通信を広義にとらえてその社会的役割を強調 しているのが注目される。

フランスにおいては1976年 か ら5か 年の第7次 国家計画がスタ ー トした

が,そ の中で電気通信分野はジスカール ・デスタン大統領によって最優先事

項 と指定され,① すべてのフランス人に高品質の電話を提供すること,② 電

子交換技術を発展させ電子交換機を計画的に導入すること,③ フランスを電

話の分野での大輸出国とすること,④ 雇用の拡大に寄与させる こ と。 今後

1980年 までに直接的には電気通信事業内部で,間 接的には電気メーカーその

他で約9万 名の新規雇用を行 うことなどの目標が立て られている。

また,フ ランスにおいては電気通信の社会経済的研究を行 う機関を設置す

る動きがあ り,今 後その成果が期待される。

3我 が国の通信をめ ぐる諸情勢

(1)転 換期を迎えた我が国の通信

48年のオイルシ ョックを契機として,我 が国経済は戦後最大の不況を体験

し,そ れまでの高度経済成長か ら安定成長へ と変容を遂げつつあり我が国の

社会経済動向は大きな転換期を迎えている。

このような情勢は,我 が国における通信においても例外ではなく,す べて

の分野において大きな転換期を迎えてお り,今 後への模索が続け られ て い

る。通信が転換期に直面 している背景としては,次 の要因が考 えられる。

第1に 高度経済成長を通 じて大きな発展をみせてきた電話,テ レビジョン

といった既存の主要な通信メディアに一種のサチ_レ ーション現象がみ られ

ることである。

まず,電 話については電電公社発足以来5次 にわたる5か 年計画を遂行 し

てきた結果,永 年の課題であった 「加入電話の積滞解消」,「全国自動即時化」

の2大 目標が実質的に達成され,53年 度から始まる第6次5か 年計画では従
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来の計画とは異な り,過 疎地域へのサービス普及,各 種の新電話サービスの

積極的普及,社 会福祉の向上に寄与する電話サービスの充実などサービスの

質的充実,改 良を兼ね備えたものとなっている。

またテ レビジョン放送につ い て は,52年 度末のNHKの 受信契約数が

2,777万 件 と前年度に比較 して2.6%の 伸び しかみ られず,受 信料制度を基

礎 としているNHKの 長期経営見通 しを考えるとき,今 後多 くの課題に直面

することになろ う。反面,テ レビジヲン多重放送の実用化の動 きに象徴され

るように,白 黒,カ ラーテレビに続く第三世代のテレビジョン放送出現の動

きがみられる。

第2に,広 帯域伝送技術,情 報処理技術などの分野における急速な技術の

発達とシステムの高度化に伴い従来独立 していたメディアが相互に影響 し合

い,協 力し合いなが ら役割を分担するといった 「メディアの重合」現象が生

じつつある。具体的には,フ ァクシミリ放送,電 子郵便,キ ャプテンシステ

ム等であ り,放 送メデ ィア,印 刷メデ ィア,狭 義の電気通信 メデ ィア問の重

合が起こ りつつある。

第3に,通 信は従来か ら社会経済の発展段階に応 じて多様な社会的ニーズ

を満た してきたが,我 が国の社会経済が大きな転換期を迎えた現段階におい

ては,省 資源,省 エネルギーとか,住 宅,交 通等の都市問題の解決などに電

気通信手段を活用 していこうといった新 しいタイプの社会的 ニーズが現れて

きている。

第4に,我 が国の情報化の動向をみると,テ レビジョン放送,新 聞などの

マス ・メディア,電 話,デ ータ通信などのパーソナル ・メデ ィアか ら大量の

情報が氾濫 し,消 費情報量よ り供給情報量が大幅に上回るといった大量情報

時代にある。このような時代においては個人が必要な情報を入手するための

情報供給体制の整備が必要とな り,個 別情報ニーズを充足す る新たな情報 メ

ディアの開発が望まれている。

以上,四 つの要因のほかにも定住構想を背景 とした コミュニティにおける

コミュ員ケーションの問題等関連ある多 くの要因が存在 してお り通信の今後
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は多くの可能性に満ちていると言えよう。

(2)大 量情報時代における通信政策

情報化社会的状況がます ます顕著にな り,大 きな転換期を迎えたこの時期

においては,こ のような情報化に即応するため通信政策も幾多の課題に直面

している。

ところで,我 が国の通信の分野における現在の法体系 としては,戦 後の民
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主化政策によ り従来の政府専掌の方針に基づいた法体系に代わって登場 した

有線電気通信法,公 衆電気通信法,電 波法及び放送法等が根幹を な して お

り,今 までの行政はこのような有線,無 線という伝送手段の差異等に基づく

法体系の下でそれぞれ固有に進め られてきた と言えよう。

しかし,情 報化社会の進展に伴 う情報量の飛躍的増大,そ の内容,形 式の

複雑多様化の現象及び通信技術の発展に伴 う 「メディアの重合」現象などが

現れてきた結果,既 存の法体系では解決困難な課題が生 じつつある。このよ

うな時期,通 信主管庁の郵政省としては既存の概念あるいは体系にとらわれ

ない計画的でかつ総合的な通信政策を展開していく必要があろ う。

このような情勢の下で,現 時点において我が国の通信が抱える主な課題を

挙げると第1-2-42表 のようにな り,現 在それぞれの分野において検討が進

め られている。このような課題は,第2節 でみてきたように欧米先進国が抱

えている課題 と非常に似てお り,そ のため今後は単に国内政策の次元のみで

なく各種の通信政策会議や国際機関等での意見交換が重要 となって こよう。

4今 後の課題

我々は,世 界の情報化の動向,諸 外国の通信事情,通 信政策の進展状況及

び我が国の通信をめ ぐる諸情勢について述べてきた。これをみると,諸 外国

の抱える問題と我が国における問題点が共通のものであ り,世 界の通信の発

展には国際間の協力が不可欠のものであることが分かる。我が国は,従 来か

ら世界における通信の発展に積極的に取 り組んできたところで あ るが,今

後,ど のような課題が考えられるであろ うか。

まず第一に,現 在,通 信の分野では郵便事業の経営悪化,通 信料金制度の

在 り方など通信の将来をも左右する問題が数多く生じているが,こ れ らは,

我が国特有の問題ではなく,世 界各国においても懸案となっている共通の政

策課題でもある。 したがって,今 後,各 国との情報交換あるいは人的交流を

密に し,共 通課題を協力し合って解決 して行 くことが必要である。

第二に,近 時における通信の発展は,技 術革新,特 に電気通信技術の飛躍
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的な向上によるところが大きい。この技術の進歩に支えられ,我 々は総合情

報端末への道を歩み始めてお り,キ ャプテンシステムに象徴される新 しいメ

ディアが開発されつつある。ここで特徴的に言えることは,従 来型のマス情

報を受けつつも,個 別的な情報を選択して得ることも可能 となるとい うこと

である。現在,我 が国を含め各国において,国 民生活の向上を図るべく通信

技術の研究が進め られているが,更 にこれを推進するとともに互いに協力し

合い,そ の成果を分かち合 うべきである。

第三に,世 界は今,海 底ケーブルや通信衛星によって結ばれ,国 際 通 信

は,社 会体制や国情の異なる国々を結ぶパイプの役目を果た してお り,国 際

社会の一員として生き,そ こに名誉ある地位を占めたいと願 う国 に と っ て

は,そ の発展は不可欠のものとなっている。これはとりもなおさず世界の平

和と協調 と相互理解をもた らす ものであ り,そ のためにもグローバルな通信

網の建設を更に推進 しなければならない。

第四に,各 国が通信を通じて発展するには,そ の通信水準が同等のものと

なっていなければならないが,開 発途上国の国内通信網は先進諸国のそれに

比べて著 しく遅れ,む しろ格差が拡大する傾向にあり,世 界における通信の

二重構造化が進んでいる。経済的にも,技 術的にも世界の先進 グループに属

する我が国としては,円 滑な国際交流を推進するためこれ ら開発途上国の通

信基盤確立,特 に国内通信網の建設と通信機器の普及に絶大の協力を行 う必

要があろう。

国際社会に生き,各 国との相互依存関係が強い我が国としては諸外国との

交流を活発に行 って相互理解を深め,足 らざるところを協力し合って補 うこ

とによりその発展を確固たるものとすることができよう。


